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【セクハラ】
○事業主が職場における性的な言動に起因する問
題に関して雇用管理上講ずべき措置等について
の指針
	 （平成18年厚生労働省告示第615号）【令和2
年6月1日適用】

1		 はじめに
	 	 この指針は、雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和
47年法律第113号。以下「法」という。）第11条第
1項から第3項までに規定する事業主が職場にお
いて行われる性的な言動に対するその雇用する
労働者の対応により当該労働者がその労働条件
につき不利益を受け、又は当該性的な言動により
当該労働者の就業環境が害されること（以下「職
場におけるセクシュアルハラスメント」という。）のな
いよう雇用管理上講ずべき措置等について、同
条第4項の規定に基づき事業主が適切かつ有効
な実施を図るために必要な事項について定めた
ものである。

【パワハラ】
○事業主が職場における優越的な関係を背景とし
た言動に起因する問題に関して雇用管理上講ず
べき措置等についての指針
	 （令和2年厚生労働省告示第5号）【令和2年6月
1日適用】

1		 はじめに
	 	 この指針は、労働施策の総合的な推進並び

に労働者の雇用の安定及び職業生活の充実

等に関する法律（昭和41年法律第132号。以下
「法」という。）第30条の2第1項及び第2項に規
定する事業主が職場において行われる優越的な
関係を背景とした言動であって、業務上必要か
つ相当な範囲を超えたものにより、その雇用する
労働者の就業環境が害されること（以下「職場に
おけるパワーハラスメント」という。）のないよう雇用
管理上講ずべき措置等について、同条第3項の
規定に基づき事業主が適切かつ有効な実施を
図るために必要な事項について定めたものであ
る。

【マタハラ】
○事業主が職場における妊娠、出産等に関する言
動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき
措置等についての指針
	 （平成28年厚生労働省告示第312号）【令和2
年6月1日適用】

1		 はじめに
	 	 この指針は、雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和
47年法律第113号。以下「法」という。）第11条の
3第1項及び第2項に規定する事業主が職場にお
いて行われるその雇用する女性労働者に対する
当該女性労働者が妊娠したこと、出産したことそ
の他の妊娠又は出産に関する事由であって雇用
の分野における男女の均等な機会及び待遇の
確保等に関する法律施行規則（昭和61年労働
省令第2号。以下「均等則」という。）第2条の3で
定めるもの（以下「妊娠、出産等」という。）に関す
る言動により当該女性労働者の就業環境が害さ
れること（以下「職場における妊娠、出産等に関す
るハラスメント」という。）のないよう雇用管理上講
ずべき措置等について、法第11条の3第3項の規
定に基づき事業主が適切かつ有効な実施を図る
ために必要な事項について定めたものである。

【ケアハラ】
○子の養育又は家族の介護を行い、又は行うことと
なる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図
られるようにするために事業主が講ずべき措置等
に関する指針
	 （平成21年厚生労働省告示第509号）（抄）【令
和2年6月1日適用】

第2　事業主が講ずべき措置等の適切かつ有効な
実施を図るための指針となるべき事項
14	 法［育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律］第25条の規
定により、事業主が職場における育児休業等に関
する言動に起因する問題に関して雇用管理上必
要な措置等を講ずるに当たっての事項
	 	 法第25条に規定する事業主が職場において
行われるその雇用する労働者に対する育児休
業、介護休業その他の育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法
律施行規則（以下「則」という。）第76条で定める
制度又は措置（以下「制度等」という。）の利用に
関する言動により当該労働者の就業環境が害さ
れること（以下「職場における育児休業等に関す
るハラスメント」という。）のないよう雇用管理上講
ずべき措置等について、事業主が適切かつ有効
な実施を図るために必要な事項については、次の
とおりであること。

【カスハラ】
○カスタマーハラスメント対策企業マニュアル（案）
	 （令和4年2月1日第4回顧客等からの著しい迷惑
行為の防止対策の推進に係る関係省庁連携会
議）
はじめに
令和元年6月5日に女性の職業生活における活躍

の推進等に関する法律等の一部を改正する法律
が公布され、労働施策総合推進法等が改正されま
した。本改正により、職場におけるパワーハラスメン
ト防止のために、雇用管理上必要な措置を講じるこ
とが事業主の義務となりました。
これを踏まえ、令和2年1月には、「事業主が職場
における優越的な関係を背景とした言動に起因す
る問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につい
ての指針」（令和2年厚生労働省告示第5号）が策
定され、顧客等からの暴行、脅迫、ひどい暴言、不当
な要求等の著しい迷惑行為（以下「カスタマーハラ
スメント」）に関して、事業主は、相談に応じ、適切に
対応するための体制の整備や被害者への配慮の
取組を行うことが望ましい旨、また、被害を防止する
ための取組を行うことが有効である旨が定められた
こともあり、カスタマーハラスメント対策の強化は急務
であるといえます。
厚生労働省が実施した「令和2年度職場のハラ

スメントに関する実態調査」によると、企業に対する
調査では、過去3年間に顧客等からの著しい迷惑
行為の相談があった企業の割合は19.5％、また同
調査の労働者に対する調査では、過去3年間に勤
務先で顧客等からの著しい迷惑行為を一度以上
経験したと回答した割合は15.0％となり、こうした行
為に悩む企業、労働者は少ないとはいえません）。
本来、顧客等からのクレーム・苦情（以下、併せて

「クレーム」）は、商品・サービスや接客態度・システ
ム等に対して不平・不満を訴えるもので、それ自体が
問題とはいえず、業務改善や新たな商品・サービス
開発に繋がるものでもあります。
他方、クレームの中には、過剰な要求を行ったり、
商品やサービスに不当な言いがかりをつけるものも
あります。
不当・悪質なクレームは、従業員に過度に精神的

ストレスを感じさせるとともに、通常の業務に支障が
出るケースも見られるなど、企業や組織に金銭、時
間、精神的な苦痛等、多大な損失を招くことが想定
されます。したがって、企業は不当・悪質なクレーム
（いわゆるカスタマーハラスメント）に対して従業員
を守る対応が求められます。
こうした背景を踏まえ、企業等の皆様にカスタ
マーハラスメント対策の必要性をご理解いただき、自
主的な取組を行っていただくことを目的に本マニュ
アルが作成されました。より多くの企業に本マニュア
ルを活用していただき、カスタマーハラスメントへの
対策を進めていただきたいと思います。
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2		 職場におけるセクシュアルハラスメントの内容
（1）	職場におけるセクシュアルハラスメントには、職
場において行われる性的な言動に対する労働者
の対応により当該労働者がその労働条件につき
不利益を受けるもの（以下「対価型セクシュアルハ
ラスメント」という。）と、当該性的な言動により労働
者の就業環境が害されるもの（以下「環境型セク
シュアルハラスメント」という。）がある。
	 	 なお、職場におけるセクシュアルハラスメントに
は、同性に対するものも含まれるものである。また、
被害を受けた者（以下「被害者」という。）の性的
指向又は性自認にかかわらず、当該者に対する
職場におけるセクシュアルハラスメントも、本指針
の対象となるものである。

（2）	「職場」とは、事業主が雇用する労働者が業
務を遂行する場所を指し、当該労働者が通常就
業している場所以外の場所であっても、当該労働
者が業務を遂行する場所については、「職場」に
含まれる。取引先の事務所、取引先と打合せをす
るための飲食店、顧客の自宅等であっても、当該
労働者が業務を遂行する場所であればこれに該
当する。

（3）	「労働者」とは、いわゆる正規雇用労働者のみ
ならず、パートタイム労働者、契約社員等いわゆる
非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する労
働者の全てをいう。
	 	 また、派遣労働者については、派遣元事業主
のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける
者についても、労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭
和60年法律第88号）第47条の2の規定により、そ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者を雇
用する事業主とみなされ、法第11条第1項及び第
11条の2第2項の規定が適用されることから、労働
者派遣の役務の提供を受ける者は、派遣労働者
についてもその雇用する労働者と同様に、3.の配
慮及び4の措置を講ずることが必要である。なお、
法第11条第2項、第17条第2項及び第18条第2項
の労働者に対する不利益な取扱いの禁止につい
ては、派遣労働者も対象に含まれるものであり、派
遣元事業主のみならず、労働者派遣の役務の提
供を受ける者もまた、当該者に派遣労働者が職
場におけるセクシュアルハラスメントの相談を行っ
たこと等を理由として、当該派遣労働者に係る労
働者派遣の役務の提供を拒む等、当該派遣労働
者に対する不利益な取扱いを行ってはならない。

（4）	「性的な言動」とは、性的な内容の発言及び
性的な行動を指し、この「性的な内容の発言」に

2		 職場におけるパワーハラスメントの内容
（1）	職場におけるパワーハラスメントは、職場におい
て行われる①優越的な関係を背景とした言動で
あって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えた
ものにより、③労働者の就業環境が害されるもの
であり、①から③までの要素を全て満たすものをい
う。
	 	 なお、客観的にみて、業務上必要かつ相当な
範囲で行われる適正な業務指示や指導について
は、職場におけるパワーハラスメントには該当しな
い。

（2）	「職場」とは、事業主が雇用する労働者が業
務を遂行する場所を指し、当該労働者が通常就
業している場所以外の場所であっても、当該労働
者が業務を遂行する場所については、「職場」に
含まれる。

（3）	「労働者」とは、いわゆる正規雇用労働者のみ
ならず、パートタイム労働者、契約社員等いわゆる
非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する労
働者の全てをいう。
	 	 また、派遣労働者については、派遣元事業主
のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける
者についても、労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭
和60年法律第88号）第47条の4の規定により、そ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者を雇
用する事業主とみなされ、法第30条の2第1項及
び第30条の3第2項の規定が適用されることから、
労働者派遣の役務の提供を受ける者は、派遣労
働者についてもその雇用する労働者と同様に、
3.の配慮及び4の措置を講ずることが必要である。
なお、法第30条の2第2項、第30条の5第2項及び
第30条の6第2項の労働者に対する不利益な取
扱いの禁止については、派遣労働者も対象に含
まれるものであり、派遣元事業主のみならず、労
働者派遣の役務の提供を受ける者もまた、当該
者に派遣労働者が職場におけるパワーハラスメン
トの相談を行ったこと等を理由として、当該派遣
労働者に係る労働者派遣の役務の提供を拒む
等、当該派遣労働者に対する不利益な取扱いを
行ってはならない。

（4）	「優越的な関係を背景とした」言動とは、当該
事業主の業務を遂行するに当たって、当該言動

2		 職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トの内容

（1）	職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トには、上司又は同僚から行われる以下のものが
ある。なお、業務分担や安全配慮等の観点から、
客観的にみて、業務上の必要性に基づく言動によ
るものについては、職場における妊娠、出産等に
関するハラスメントには該当しない。
イ	 その雇用する女性労働者の労働基準法（昭
和22年法律第49号）第65条第1項の規定による
休業その他の妊娠又は出産に関する制度又は
措置の利用に関する言動により就業環境が害さ
れるもの（以下「制度等の利用への嫌がらせ型」
という。
ロ	 その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産
したことその他の妊娠又は出産に関する言動によ
り就業環境が害されるもの（以下「状態への嫌が
らせ型」という。）

（2）	「職場」とは、事業主が雇用する女性労働者
が業務を遂行する場所を指し、当該女性労働者
が通常就業している場所以外の場所であっても、
当該女性労働者が業務を遂行する場所につい
ては、「職場」に含まれる。

（3）	「労働者」とは、いわゆる正規雇用労働者のみ
ならず、パートタイム労働者、契約社員等いわゆる
非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する労
働者の全てをいう。
	 	 また、派遣労働者については、派遣元事業主
のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける
者についても、労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭
和60年法律第88号）第47条の2の規定により、そ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者を雇
用する事業主とみなされ、法第11条の3第1項及
び第11条の4第2項の規定が適用されることから、
労働者派遣の役務の提供を受ける者は、派遣労
働者についてもその雇用する労働者と同様に、
3（1）の配慮及び4の措置を講ずることが必要であ
る。なお、法第11条の3第2項、第17条第2項及び
第18条第2項の労働者に対する不利益な取扱い
の禁止については、派遣労働者も対象に含まれる
ものであり、派遣元事業主のみならず、労働者派
遣の役務の提供を受ける者もまた、当該者に派遣
労働者が職場における妊娠・出産等に関するハラ
スメントの相談を行ったこと等を理由として、当該
派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を
拒む等、当該派遣労働者に対する不利益な取扱
いを行ってはならない。

（4）	「制度等の利用への嫌がらせ型」とは、具体
的には、イ①から⑥までに掲げる制度又は措置

（一）	 職場における育児休業等に関するハラスメン
トの内容
イ	 職場における育児休業等に関するハラスメント
には、上司又は同僚から行われる、その雇用する
労働者に対する制度等の利用に関する言動によ
り就業環境が害されるものがあること。なお、業務
分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、
業務上の必要性に基づく言動によるものについて
は、職場における育児休業等に関するハラスメン
トには該当しないこと。

ロ	 「職場」とは、事業主が雇用する労働者が業
務を遂行する場所を指し、当該労働者が通常就
業している場所以外の場所であっても、当該労働
者が業務を遂行する場所については、「職場」に
含まれること。

ハ	 「労働者」とは、いわゆる正規雇用労働者のみ
ならず、パートタイム労働者、契約社員等のいわゆ
る非正規雇用労働者を含む事業主が雇用する
男女の労働者の全てをいうこと。
	 	 また、派遣労働者については、派遣元事業主
のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける
者についても、労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭
和60年法律第88号）第47条の3の規定により、そ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者を雇
用する事業主とみなされ、法第25条及び第25条
の2第2項の規定が適用されることから、労働者派
遣の役務の提供を受ける者は、派遣労働者につ
いてもその雇用する労働者と同様に、（2）イの配
慮及び（3）の措置の措置を講ずることが必要であ
ること。なお、法第25条第2項、第52条の4第2項
及び第52条の5第2項の労働者に対する不利益
な取扱いの禁止については、派遣労働者も対象
に含まれるものであり、派遣元事業主のみならず、
労働者派遣の役務の提供を受ける者もまた、当
該者に派遣労働者が職場における育児休業等
に関するハラスメントの相談を行ったこと等を理由
として、当該派遣労働者に係る労働者派遣の役
務の提供を拒む等、当該派遣労働者に対する不
利益な取扱いを行ってはならないこと。
ニ	 イに規定する「その雇用する労働者に対する
制度等の利用に関する言動により就業環境が害

2.　カスタマーハラスメントとは
2.1　本マニュアルでのカスタマーハラスメント
カスタマーハラスメントとは、顧客や取引先など

（以下「顧客等」といいます。）等からのクレーム全
てを指すものではありません。顧客等からのクレー
ムには、商品やサービス等への改善を求める正当
なクレームがある一方で、過剰な要求を行ったり、商
品やサービスに不当な言いがかりをつける悪質なク
レームもあります。不当・悪質なクレーム、いわゆるカ
スタマーハラスメントからは従業員を守る対応が求
められます。
企業や業界により、顧客等への対応方法・基準が
異なることが想定されるため、カスタマーハラスメント
を明確に定義することはできませんが、企業へのヒア
リング調査等の結果、企業の現場においては以下
のようなものがカスタマーハラスメントであると考えら
れています。

「顧客等からのクレーム ・ 言動のうち、当該ク

レーム ・ 言動の要求の内容の妥当性に照らして、

当該要求を実現するための手段 ・ 態様が社会通

念上不相当なものであって、当該手段 ・ 態様によ

り、労働者の就業環境が害されるもの」

・	「顧客等」には、実際に商品・サービスを利用した
者だけでなく、今後利用する可能性がある潜在
的な顧客も含みます。
・	「当該クレーム ・ 言動の要求の内容の妥当性

に照らして･･･社会通念上不相当なもの」とは、
顧客等の要求の内容が妥当かどうか、当該ク
レーム・言動の手段・態様が「社会通念上不相
当」であるかどうかを総合的に勘案して判断すべ
きという趣旨です。
・	顧客等の要求の内容が著しく妥当性を欠く場合
には、その実現のための手段・態様がどのようなも
のであっても、社会通念上不相当とされる可能性
が高くなると考えられます。他方、顧客等の要求の
内容に妥当性がある場合であっても、その実現の
ための手段・態様の悪質性が高い場合は、社会
通念上不相当とされることがあると考えられます。
・	「労働者の就業環境が害される」とは、労働者
が、人格や尊厳を侵害する言動により身体的・精
神的に苦痛を与えられ、就業環境が不快なものと
なったために能力の発揮に重大な悪影響が生じ
る等の当該労働者が就業する上で看過できない
程度の支障が生じることを指します。
「顧客等の要求の内容が妥当性を欠く場合」や、
「要求を実現するための手段・態様が社会通念上
不相当なもの」の例としては、以下のようなものが想
定されます。
「顧客等の要求の内容が妥当性を欠く場合」の例
・	企業の提供する商品、サービスに瑕疵・過失が認
められない場合
・	要求の内容が、企業の提供する商品・サービスの
内容と関係がない場合
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は、性的な事実関係を尋ねること、性的な内容の
情報を意図的に流布すること等が、「性的な行
動」には、性的な関係を強要すること、必要なく身
体に触ること、わいせつな図画を配布すること等
が、それぞれ含まれる。当該言動を行う者には、
労働者を雇用する事業主（その者が法人である
場合にあってはその役員。以下この.において同
じ。）、上司、同僚に限らず、取引先等の他の事業
主又はその雇用する労働者、顧客、患者又はそ
の家族、学校における生徒等もなり得る。

（5）	「対価型セクシュアルハラスメント」とは、職場に
おいて行われる労働者の意に反する性的な言動
に対する労働者の対応により、当該労働者が解
雇、降格、減給等の不利益を受けることであって、
その状況は多様であるが、典型的な例として、次
のようなものがある。
イ	 事務所内において事業主が労働者に対して
性的な関係を要求したが、拒否されたため、当該
労働者を解雇すること。
ロ	 出張中の車中において上司が労働者の腰、胸
等に触ったが、抵抗されたため、当該労働者につ
いて不利益な配置転換をすること。
ハ	 営業所内において事業主が日頃から労働者に
係る性的な事柄について公然と発言していたが、
抗議されたため、当該労働者を降格すること。

（6）	「環境型セクシュアルハラスメント」とは、職場に
おいて行われる労働者の意に反する性的な言動
により労働者の就業環境が不快なものとなったた
め、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等当該
労働者が就業する上で看過できない程度の支障
が生じることであって、その状況は多様であるが、
典型的な例として、次のようなものがある。
イ	 事務所内において上司が労働者の腰、胸等に
度々触ったため、当該労働者が苦痛に感じてそ
の就業意欲が低下していること。
ロ	 同僚が取引先において労働者に係る性的な内
容の情報を意図的かつ継続的に流布したため、
当該労働者が苦痛に感じて仕事が手につかない
こと。
ハ	 労働者が抗議をしているにもかかわらず、事務
所内にヌードポスターを掲示しているため、当該労
働者が苦痛に感じて業務に専念できないこと。

を受ける労働者が当該言動の行為者とされる者
（以下「行為者」という。）に対して抵抗又は拒絶
することができない蓋然性が高い関係を背景とし
て行われるものを指し、例えば、以下のもの等が含
まれる。
・	職務上の地位が上位の者による言動
・	同僚又は部下による言動で、当該言動を行う者
が業務上必要な知識や豊富な経験を有してお
り、当該者の協力を得なければ業務の円滑な遂
行を行うことが困難であるもの
・	同僚又は部下からの集団による行為で、これに抵
抗又は拒絶することが困難であるもの

（5）	「業務上必要かつ相当な範囲を超えた」言動
とは、社会通念に照らし、当該言動が明らかに当
該事業主の業務上必要性がない、又はその態様
が相当でないものを指し、例えば、以下のもの等が
含まれる。
・	業務上明らかに必要性のない言動
・	業務の目的を大きく逸脱した言動
・	業務を遂行するための手段として不適当な言動
・	当該行為の回数、行為者の数等、その態様や手
段が社会通念に照らして許容される範囲を超え
る言動
	 	 この判断に当たっては、様 な々要素（当該言動
の目的、当該言動を受けた労働者の問題行動の
有無や内容・程度を含む当該言動が行われた経
緯や状況、業種・業態、業務の内容・性質、当該言
動の態様・頻度・継続性、労働者の属性や心身の
状況、行為者との関係性等）を総合的に考慮する
ことが適当である。また、その際には、個別の事案
における労働者の行動が問題となる場合は、その
内容・程度とそれに対する指導の態様等の相対
的な関係性が重要な要素となることについても留
意が必要である。

（6）	「労働者の就業環境が害される」とは、当該言
動により労働者が身体的又は精神的に苦痛を与
えられ、労働者の就業環境が不快なものとなった
ため、能力の発揮に重大な悪影響が生じる等当
該労働者が就業する上で看過できない程度の支
障が生じることを指す。
	 	 この判断に当たっては、「平均的な労働者の感
じ方」、すなわち、同様の状況で当該言動を受け
た場合に、社会一般の労働者が、就業する上で
看過できない程度の支障が生じたと感じるような
言動であるかどうかを基準とすることが適当であ
る。

（7）	職場におけるパワーハラスメントは、.の①から③
までの要素を全て満たすものをいい（客観的にみ
て、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正
な業務指示や指導については、職場におけるパ
ワーハラスメントには該当しない。）、個別の事案に
ついてその該当性を判断するに当たっては、（5）
で総合的に考慮することとした事項のほか、当該

（以下「制度等」という。）の利用に関する言動に
より就業環境が害されるものである。典型的な例
として、ロに掲げるものがあるが、ロに掲げるもの
は限定列挙ではないことに留意が必要である。
イ	 制度等
①	 妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置
（母性健康管理措置）（均等則第2条の3第3
号関係）
②	 坑内業務の就業制限及び危険有害業務の
就業制限（均等則第2条の3第4号関係）
③	 産前休業（均等則第2条の3第5号関係）
④	 軽易な業務への転換（均等則第2条の3第6
号関係）
⑤	 変形労働時間制がとられる場合における法
定労働時間を超える労働時間の制限、時間外
労働及び休日労働の制限並びに深夜業の制限
（均等則第2条の3第7号関係）
⑥	 育児時間（均等則第2条の3第8号関係）
ロ	 典型的な例
①	 解雇その他不利益な取扱い（法第9条第3
項に規定する解雇その他不利益な取扱いをい
う。以下同じ。）を示唆するもの
	 	 女性労働者が、制度等の利用の請求等（措
置の求め、請求又は申出をいう。以下同じ。）を
したい旨を上司に相談したこと、制度等の利用
の請求等をしたこと、又は制度等の利用をした
ことにより、上司が当該女性労働者に対し、解
雇その他不利益な取扱いを示唆すること。
②	 制度等の利用の請求等又は制度等の利用
を阻害するもの

	 	 客観的にみて、言動を受けた女性労働者の制
度等の利用の請求等又は制度等の利用が阻害
されるものが該当する。
（イ）	女性労働者が制度等の利用の請求等をした
い旨を上司に相談したところ、上司が当該女性
労働者に対し、当該請求等をしないよう言うこと。

（ロ）	女性労働者が制度等の利用の請求等をし
たところ、上司が当該女性労働者に対し、当該
請求等を取り下げるよう言うこと。

（ハ）	 女性労働者が制度等の利用の請求等を
したい旨を同僚に伝えたところ、同僚が当該女
性労働者に対し、繰り返し又は継続的に当該
請求等をしないよう言うこと（当該女性労働者
がその意に反することを当該同僚に明示して
いるにもかかわらず、更に言うことを含む。）。

（ニ）	 女性労働者が制度等の利用の請求等を
したところ、同僚が当該女性労働者に対し、繰
り返し又は継続的に当該請求等を取り下げる
よう言うこと（当該女性労働者がその意に反す
ることを当該同僚に明示しているにもかかわら
ず、更に言うことを含む。）。
③	 制度等の利用をしたことにより嫌がらせ等を
するもの

されるもの」とは、具体的には（イ）①から⑩までに
掲げる制度等の利用に関する言動により就業環
境が害されるものであること。典型的な例として、
（ロ）に掲げるものがあるが、（ロ）に掲げるものは
限定列挙ではないことに留意が必要であること。

（イ）	制度等
①	 育児休業（則第76条第1号関係）
②	 介護休業（則第76条第2号関係）
③	 子の看護休暇（則第76条第3号関係）
④	 介護休暇（則第76条第4号関係）
⑤	 所定外労働の制限（則第76条第5号関係）
⑥	 時間外労働の制限（則第76条第6号関係）
⑦	 深夜業の制限（則第76条第7号関係）
⑧	 育児のための所定労働時間の短縮措置
（則第76条第8号関係）
⑨	 始業時刻変更等の措置（則第76条第9号関
係）
⑩	 介護のための所定労働時間の短縮措置
（則第76条第10号関係）

（ロ）	典型的な例
①	 解雇その他不利益な取扱い（法第10条（法
第16条、第16条の4及び第16条の7において準
用する場合を含む。）、第16条の10、第18条の
2、第20条の2及び第23条の2に規定する解雇
その他不利益な取扱いをいう。以下同じ。）を
示唆するもの
	 	 労働者が、制度等の利用の申出等をしたい
旨を上司に相談したこと、制度等の利用の申
出等をしたこと又は制度等の利用をしたことに
より、上司が当該労働者に対し、解雇その他不
利益な取扱いを示唆すること。
②	 制度等の利用の申出等又は制度等の利用
を阻害するもの
	 	 客観的にみて、言動を受けた労働者の制度
等の利用の申出等又は制度等の利用が阻害
されるものが該当すること。
	 	 ただし、労働者の事情やキャリアを考慮して、
早期の職場復帰を促すことは制度等の利用が
阻害されるものに該当しないこと。

（1）	労働者が制度等の利用の申出等をしたい旨
を上司に相談したところ、上司が当該労働者に
対し、当該申出等をしないよう言うこと。

（2）	労働者が制度等の利用の申出等をしたとこ
ろ、上司が当該労働者に対し、当該申出等を取
り下げるよう言うこと。

（3）	労働者が制度等の利用の申出等をしたい旨
を同僚に伝えたところ、同僚が当該労働者に対
し、繰り返し又は継続的に当該申出等をしない
よう言うこと（当該労働者がその意に反すること
を当該同僚に明示しているにもかかわらず、更
に言うことを含む。）。

（4）	労働者が制度等の利用の申出等をしたとこ
ろ、同僚が当該労働者に対し、繰り返し又は継

「要求を実現するための手段・ 態様が社会通念上

不相当な言動」の例
（要求内容の妥当性にもかかわらず不相当とされる
可能性の高いもの）
・	身体的な攻撃（暴行、傷害）
・	精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉棄損、侮辱、暴言）
・	威圧的な言動
・	土下座の要求
・	継続的な（繰り返される）、執拗な（しつこい）言動
・	拘束的な行動（不退去、居座り、監禁）
・	差別的な言動
・	性的な言動
・	従業員個人への攻撃、要求
（要求内容の妥当性に照らして不相当とされる場合
があるもの）
・	商品交換の要求
・	金銭補償の要求
・	謝罪の要求（土下座を除く）
本マニュアルでは、上記のような行為を『カスタ

マーハラスメント』として取り扱います。
2.2　企業が悩む顧客等からの行為【巻末に掲載】
2.3　カスタマーハラスメントの判断基準
顧客等の行為への対応方法は、企業ごとに違い

があります。一定のレベルを超えた場合に悪質であ
るとして毅然と対応している企業もあれば、顧客第
一主義の中で「お客様が納得いくまで対応する」と
の基準を設けている企業もあります。
業種や業態、企業文化などの違いから、カスタ

マーハラスメントの判断基準は企業ごとに違いが出
てくる可能性があることから、各社であらかじめカス
タマーハラスメントの判断基準を明確にした上で、
企業内の考え方、対応方針を統一して現場と共有
しておくことが重要と考えられます。
企業、業界において様々な判断基準があります

が、一つの尺度としては、①顧客等の要求内容に妥
当性はあるか、②要求を実現するための手段・態様
が社会通念に照らして相当な範囲であるかという
観点で判断することが考えられます。
①	 顧客等の要求内容に妥当性はあるか
	 	 顧客等の主張に関して、まずは事実関係、因果
関係を確認し、自社に過失がないか、または根拠
のある要求がなされているかを確認し、顧客等の
主張が妥当であるかどうか判断します。
	 	 例えば、顧客が購入した商品に瑕疵がある場
合、謝罪とともに商品の交換・返金に応じることは
妥当です。逆に、自社の過失、商品の瑕疵などが
なければ、顧客の要求には正当な理由がないと
考えられます。
②	 要求を実現するための手段・態様が社会通念
に照らして相当な範囲か
	 	 顧客等の要求内容の妥当性の確認と併せて、
その要求を実現するための手段・態様が社会通
念に照らして相当な範囲であるかを確認します。
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言動により労働者が受ける身体的又は精神的な
苦痛の程度等を総合的に考慮して判断すること
が必要である。
	 	 このため、個別の事案の判断に際しては、相談
窓口の担当者等がこうした事項に十分留意し、相
談を行った労働者（以下「相談者」という。）の心
身の状況や当該言動が行われた際の受け止め
などその認識にも配慮しながら、相談者及び行為
者の双方から丁寧に事実確認等を行うことも重
要である。
	 	 これらのことを十分踏まえて、予防から再発防
止に至る一連の措置を適切に講じることが必要
である。
	 	 職場におけるパワーハラスメントの状況は多様
であるが、代表的な言動の類型としては、以下の
イからヘまでのものがあり、当該言動の類型ごと
に、典型的に職場におけるパワーハラスメントに該
当し、又は該当しないと考えられる例としては、次
のようなものがある。
	 	 ただし、個別の事案の状況等によって判断が
異なる場合もあり得ること、また、次の例は限定列
挙ではないことに十分留意し、4（2）ロにあるとおり
広く相談に対応するなど、適切な対応を行うように
することが必要である。
	 	 なお、職場におけるパワーハラスメントに該当す
ると考えられる以下の例については、行為者と当
該言動を受ける労働者の関係性を個別に記載し
ていないが、（4）にあるとおり、優越的な関係を背
景として行われたものであることが前提である。

※以下、項目のみ掲載
イ	 身体的な攻撃（暴行・傷害）
ロ	 精神的な攻撃（脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴
言）
ハ	 人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無
視）
ニ	 過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂
行不可能なことの強制・仕事の妨害）
ホ	 過小な要求（業務上の合理性なく能力や経験
とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕
事を与えないこと）
ヘ	 個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）
※以上、項目のみ掲載

	 	 客観的にみて、言動を受けた女性労働者の
能力の発揮や継続就業に重大な悪影響が生
じる等当該女性労働者が就業する上で看過
できない程度の支障が生じるようなものが該当
する。
	 	 女性労働者が制度等の利用をしたことによ
り、上司又は同僚が当該女性労働者に対し、
繰り返し又は継続的に嫌がらせ等（嫌がらせ
的な言動、業務に従事させないこと又は専ら雑
務に従事させることをいう。以下同じ。）をする
こと（当該女性労働者がその意に反することを
当該上司又は同僚に明示しているにもかかわ
らず、更に言うことを含む。）。

（5）	「状態への嫌がらせ型」とは、具体的には、イ
①から⑤までに掲げる妊娠又は出産に関する事
由（以下「妊娠等したこと」という。）に関する言動
により就業環境が害されるものである。典型的な
例として、ロに掲げるものがあるが、ロに掲げるもの
は限定列挙ではないことに留意が必要である。
イ	 妊娠又は出産に関する事由
①	 妊娠したこと（均等則第2条の3第1号関係）。
②	 出産したこと（均等則第2条の3第2号関係）。
③	 坑内業務の就業制限若しくは危険有害業
務の就業制限の規定により業務に就くことがで
きないこと又はこれらの業務に従事しなかった
こと（均等則第2条の3第4号関係）。
④	 産後の就業制限の規定により就業できず、
又は産後休業をしたこと（均等則第2条の3第5
号関係）。
⑤	 妊娠又は出産に起因する症状により労務の
提供ができないこと若しくはできなかったこと又
は労働能率が低下したこと（均等則第2条の3
第9号関係）。なお、「妊娠又は出産に起因す
る症状」とは、つわり、妊娠悪阻、切迫流産、出
産後の回復不全等、妊娠又は出産をしたこと
に起因して妊産婦に生じる症状をいう。

ロ	 典型的な例
①	 解雇その他不利益な取扱いを示唆するもの
	 	 女性労働者が妊娠等したことにより、上司が
当該女性労働者に対し、解雇その他不利益な
取扱いを示唆すること。
②	 妊娠等したことにより嫌がらせ等をするもの
	 	 客観的にみて、言動を受けた女性労働者の
能力の発揮や継続就業に重大な悪影響が生
じる等当該女性労働者が就業する上で看過
できない程度の支障が生じるようなものが該当
する。
	 	 女性労働者が妊娠等したことにより、上司又
は同僚が当該女性労働者に対し、繰り返し又
は継続的に嫌がらせ等をすること（当該女性
労働者がその意に反することを当該上司又は
同僚に明示しているにもかかわらず、更に言う
ことを含む。）。

続的に当該申出等を撤回又は取下げをするよ
う言うこと（当該労働者がその意に反すること
を当該同僚に明示しているにもかかわらず、更
に言うことを含む。）。
③	 制度等の利用をしたことにより嫌がらせ等を
するもの
	 	 客観的にみて、言動を受けた労働者の能力
の発揮や継続就業に重大な悪影響が生じる
等当該労働者が就業する上で看過できない
程度の支障が生じるようなものが該当すること。
	 	 労働者が制度等の利用をしたことにより、上
司又は同僚が当該労働者に対し、繰り返し又
は継続的に嫌がらせ等（嫌がらせ的な言動、
業務に従事させないこと又は専ら雑務に従事
させることをいう。以下同じ。）をすること（当該
労働者がその意に反することを当該上司又は
同僚に明示しているにもかかわらず、更に言う
ことを含む。）。

	 	 例えば、長時間に及ぶクレームは、業務の遂行
に支障が生じるという観点から社会通念上相当
性を欠く場合が多いと考えられます。また、顧客
等の要求内容に妥当性がない場合はもとより、妥
当性がある場合であっても、その言動が暴力的・
威圧的・継続的・拘束的・差別的、性的である場合
は、社会通念上不相当であると考えられ、カスタ
マーハラスメントに該当し得ます。
	 	 一方、顧客等の要求内容に妥当性がないと考
えられる場合であっても、企業が顧客等の要求を
拒否した際にすぐに顧客等が要求を取り下げた
等の場合は、従業員の就業環境が害されたと言
えず、カスタマーハラスメントには該当しない可能
性があります。
なお、殴る・蹴るといった暴力行為は、直ちにカスタ
マーハラスメントに該当すると判断できることはもとよ
り、犯罪に該当しうるものです。
その他、以下のような基準で判断するという企業

もあります。
【企業のカスタマーハラスメント判断事例】
・	説明責任を十分果たした上で、それでも納得いた
だけないかで判断している。
・	商品に瑕疵がないか、サービス提供側で非があ
る対応をしていないかで判断している。
以上のように、業種や業態、企業文化の違いを踏

まえ、あらかじめ各社でカスタマーハラスメントの判
断基準を定めておくことが求められます。
3.　カスタマーハラスメント対策の必要性
3.1　カスタマーハラスメントによる従業員・企業・他
の顧客等への影響
【前略】従業員への影響としては、精神的な負担
が大きく、業務のパフォーマンスが低下することをは
じめ、深刻な場合には健康不良や精神疾患を招き、
休職や退職に繋がるケースもあります。
また、企業としては、顧客対応に要する時間が主
な負担になっており、直接的なやりとりのみで1時間
以上かかるものをはじめ、社内での対応方針の検
討や、状況に応じて弁護士や警察といった外部との
相談対応の時間を含めると相当な時間的コストを
強いられることもあります。
それ以外に、現場に居合わせた他の顧客等にお
いても、業務遅滞によってサービスが受けられないこ
とや利用環境の悪化などの影響が考えられるととも
に、店舗や企業のブランドイメージの低下につながる
ということも考えられます。【後略】
3.2　ハラスメント関係指針におけるカスタマーハラ

スメントの記載について

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭
和41年法律第132号）第30条の2第3項に基づき厚
生労働省が告示している「事業主が職場における
優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に
関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針
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3		 事業主等の責務
（1）	事業主の責務法第11条の2第2項の規定によ
り、事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメン
トを行ってはならないことその他職場におけるセク
シュアルハラスメントに起因する問題（以下「セク
シュアルハラスメント問題」という。）に対するその
雇用する労働者の関心と理解を深めるとともに、
当該労働者が他の労働者（他の事業主が雇用
する労働者及び求職者を含む。.において同じ。）
に対する言動に必要な注意を払うよう、研修の実
施その他の必要な配慮をするほか、国の講ずる
同条第1項の広報活動、啓発活動その他の措置
に協力するように努めなければならない。なお、職
場におけるセクシュアルハラスメントに起因する問
題としては、例えば、労働者の意欲の低下などに
よる職場環境の悪化や職場全体の生産性の低
下、労働者の健康状態の悪化、休職や退職など
につながり得ること、これらに伴う経営的な損失等
が考えられる。
	 	 また、事業主（その者が法人である場合にあっ
ては、その役員）は、自らも、セクシュアルハラスメン
ト問題に対する関心と理解を深め、労働者（他の
事業主が雇用する労働者及び求職者を含む。）
に対する言動に必要な注意を払うように努めなけ
ればならない。

（2）	労働者の責務
	 	 法第11条の2第4項の規定により、労働者は、セ
クシュアルハラスメント問題に対する関心と理解を
深め、他の労働者に対する言動に必要な注意を
払うとともに、事業主の講ずる4の措置に協力する
ように努めなければならない。

3		 事業主等の責務
（1）	事業主の責務
	 	 法第30条の3第2項の規定により、事業主は、職
場におけるパワーハラスメントを行ってはならない
ことその他職場におけるパワーハラスメントに起
因する問題（以下「パワーハラスメント問題」とい
う。）に対するその雇用する労働者の関心と理解
を深めるとともに、当該労働者が他の労働者（他
の事業主が雇用する労働者及び求職者を含む。
（2）において同じ。）に対する言動に必要な注意
を払うよう、研修の実施その他の必要な配慮をす
るほか、国の講ずる同条第1項の広報活動、啓発
活動その他の措置に協力するように努めなけれ
ばならない。なお、職場におけるパワーハラスメン
トに起因する問題としては、例えば、労働者の意
欲の低下などによる職場環境の悪化や職場全体
の生産性の低下、労働者の健康状態の悪化、休
職や退職などにつながり得ること、これらに伴う経
営的な損失等が考えられる。
	 	 また、事業主（その者が法人である場合にあっ
ては、その役員）は、自らも、パワーハラスメント問題
に対する関心と理解を深め、労働者（他の事業主
が雇用する労働者及び求職者を含む。）に対す
る言動に必要な注意を払うように努めなければな
らない。

（2）	労働者の責務
	 	 法第30条の3第4項の規定により、労働者は、パ
ワーハラスメント問題に対する関心と理解を深め、
他の労働者に対する言動に必要な注意を払うと
ともに、事業主の講ずる4の措置に協力するように
努めなければならない。

3		 事業主等の責務
（1）	事業主の責務
	 	 法第11条の4第2項の規定により、事業主は、職
場における妊娠、出産等に関するハラスメントを
行ってはならないことその他職場における妊娠、
出産等に関するハラスメントに起因する問題（以
下「妊娠、出産等に関するハラスメント問題」とい
う。）に対するその雇用する労働者の関心と理解
を深めるとともに、当該労働者が他の労働者（他
の事業主が雇用する労働者及び求職者を含む。
（2）において同じ。）に対する言動に必要な注意
を払うよう、研修の実施その他の必要な配慮をす
るほか、国の講ずる同条第1項の広報活動、啓発
活動その他の措置に協力するように努めなけれ
ばならない。なお、職場における妊娠、出産等に
関するハラスメントに起因する問題としては、例え
ば、労働者の意欲の低下などによる職場環境の
悪化や職場全体の生産性の低下、労働者の健
康状態の悪化、休職や退職などにつながり得るこ
と、これらに伴う経営的な損失等が考えられる。
	 	 また、事業主（その者が法人である場合にあっ
ては、その役員）は、自らも、妊娠、出産等に関する
ハラスメント問題に対する関心と理解を深め、労
働者（他の事業主が雇用する労働者及び求職者
を含む。）に対する言動に必要な注意を払うように
努めなければならない。

（2）	労働者の責務
	 	 法第11条の4第4項の規定により、労働者は、妊
娠、出産等に関するハラスメント問題に対する関
心と理解を深め、他の労働者に対する言動に必
要な注意を払うとともに、事業主の講ずる4の措置
に協力するように努めなければならない。

（二）	 事業主等の責務
イ	 事業主の責務
	 	 法第25条の2第2項の規定により、事業主は、
職場における育児休業等に関するハラスメントを
行ってはならないことその他職場における育児
休業等に関するハラスメントに起因する問題（以
下「育児休業等に関するハラスメント問題」とい
う。）に対するその雇用する労働者の関心と理解
を深めるとともに、当該労働者が他の労働者（他
の事業主が雇用する労働者及び求職者を含む。
ロにおいて同じ。）に対する言動に必要な注意を
払うよう、研修の実施その他の必要な配慮をする
ほか、国の講ずる同条第1項の広報活動、啓発活
動その他の措置に協力するように努めなければな
らない。なお、職場における育児休業等に関する
ハラスメントに起因する問題としては、例えば、労
働者の意欲の低下などによる職場環境の悪化や
職場全体の生産性の低下、労働者の健康状態
の悪化、休職や退職などにつながり得ること、これ
らに伴う経営的な損失等が考えられること。
	 	 また、事業主（その者が法人である場合にあっ
ては、その役員）は、自らも、育児休業等に関する
ハラスメント問題に対する関心と理解を深め、労
働者（他の事業主が雇用する労働者及び求職者
を含む。）に対する言動に必要な注意を払うように
努めなければならないこと。
ロ	 労働者の責務
	 	 法第25条の2第4項の規定により、労働者は、育
児休業等に関するハラスメント問題に対する関心
と理解を深め、他の労働者に対する言動に必要
な注意を払うとともに、事業主の講ずる（3）の措置
に協力するように努めなければならないこと。

1」においては、以下のように、事業主は顧客等から
の著しい迷惑行為によって雇用する労働者の就業
環境が害されないよう、相談対応体制や被害者へ
の配慮のための取組を行うことが望ましく、また、被
害防止のための取組を行うことが有効であると定め
られています。
【省略→左欄（パワハラ指針）の「7 事業主が他
の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラス
メントや顧客等からの著しい迷惑行為に関し行うこ
とが望ましい取組」参照】
3.3　カスタマーハラスメントに関する企業の責任
企業及び事業主として適切な対応をしていない
場合、被害を受けた従業員から責任を追及される
可能性があります。
以下の事例は、保護者による教諭に対する理不
尽な言動があった際に、当該教諭の管理監督者で
ある校長がその場しのぎの対応をとっていたことで、
損害賠償責任が追及された事例です。
裁判例①　カスタマーハラスメントに対して不適切
な対応をとったことで賠償責任が認められた事例
（一般企業事例に類似するもの）
	 	 市立小学校の教諭が児童の保護者から理不
尽な言動を受けたことに対し、校長が教諭の言動
を一方的に非難し、また、事実関係を冷静に判断
して的確に対応することなく、その勢いに押され、
専らその場を穏便に収めるために安易に当該教
諭に対して保護者に謝罪するよう求めたことにつ
いて、不法行為と判断し、小学校を設置する甲府
市及び教員の給与を支払う山梨県は損害賠償
責任を負うと判断されました。

＜甲府地判平成30年11月13日より要約＞
一方、企業としてカスタマーハラスメント対策を十
分に講じていたことで、安全配慮義務の責任を免れ
た事例もあります。
裁判例②　顧客トラブルへの対応を十分行ってい
たことで賠償責任が認められなかった事例
	 	 買い物客とトラブルになった小売店の従業員
が、会社に対し、労働者の生命、身体等の安全を
確保しつつ労働することができるよう必要な配慮
を欠いたとして、損害賠償請求を求めました。
	 	 それに対し、被告会社は、誤解に基づく申出や
苦情を述べる顧客への対応について、入社テキ
ストを配布して苦情を申し出る顧客への初期対
応を指導し、サポートデスクや近隣店舗のマネー
ジャー等に連絡できるようにして、深夜においても
店舗を2名体制にしていたことで、店員が接客に
おいてトラブルが生じた場合の相談体制が十分
整えられていたとし、被告会社の安全配慮義務
違反は否定されました。

＜東京地判平成30年9月3日より要約＞
このように、判例を通しても、企業、組織にとってカ
スタマーハラスメントに対して十分な対応をとること
の重要性が理解されます。
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4		 事業主が職場における性的な言動に起因する
問題に関し雇用管理上講ずべき措置の内容
	 	 事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメン
トを防止するため、雇用管理上次の措置を講じな
ければならない。

（1）	事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
	 	 事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメン
トに関する方針の明確化、労働者に対するその
方針の周知・啓発として、次の措置を講じなけれ
ばならない。
	 	 なお、周知・啓発をするに当たっては、職場にお
けるセクシュアルハラスメントの防止の効果を高め
るため、その発生の原因や背景について労働者
の理解を深めることが重要である。その際、職場
におけるセクシュアルハラスメントの発生の原因や
背景には、性別役割分担意識に基づく言動もある
と考えられ、こうした言動をなくしていくことがセク
シュアルハラスメントの防止の効果を高める上で
重要であることに留意することが必要である。

イ	 職場におけるセクシュアルハラスメントの内容及
び職場におけるセクシュアルハラスメントを行って
はならない旨の方針を明確化し、管理監督者を含
む労働者に周知・啓発すること。

（事業主の方針を明確化し、労働者に周知・啓発
していると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、職場におけるセク

4		 事業主が職場における優越的な関係を背景と
した言動に起因する問題に関し雇用管理上講ず
べき措置の内容
	 	 事業主は、当該事業主が雇用する労働者又は
当該事業主（その者が法人である場合にあって
は、その役員）が行う職場におけるパワーハラスメ
ントを防止するため、雇用管理上次の措置を講じ
なければならない。

（1）	事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
	 	 事業主は、職場におけるパワーハラスメントに関
する方針の明確化、労働者に対するその方針の
周知・啓発として、次の措置を講じなければならな
い。なお、周知・啓発をするに当たっては、職場に
おけるパワーハラスメントの防止の効果を高める
ため、その発生の原因や背景について労働者の
理解を深めることが重要である。その際、職場に
おけるパワーハラスメントの発生の原因や背景に
は、労働者同士のコミュニケーションの希薄化など
の職場環境の問題もあると考えられる。そのため、
これらを幅広く解消していくことが職場におけるパ
ワーハラスメントの防止の効果を高める上で重要
であることに留意することが必要である。

イ	 職場におけるパワーハラスメントの内容及び職
場におけるパワーハラスメントを行ってはならない
旨の方針を明確化し、管理監督者を含む労働者
に周知・啓発すること。

（事業主の方針等を明確化し、労働者に周知・啓
発していると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、職場におけるパワー

4		 事業主が職場における妊娠、出産等に関する
言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき
措置の内容
	 	 事業主は、職場における妊娠、出産等に関する
ハラスメントを防止するため、雇用管理上次の措
置を講じなければならない。なお、事業主が行う
妊娠、出産等を理由とする不利益取扱い（就業
環境を害する行為を含む。）については、既に法
第9条第3項で禁止されており、こうした不利益取
扱いを行わないため、当然に自らの行為の防止に
努めることが求められる。

（1）	事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
事業主は、職場における妊娠、出産等に関するハラ
スメントに対する方針の明確化、労働者に対する
その方針の周知・啓発として、次の措置を講じな
ければならない。
	 	 なお、周知・啓発をするに当たっては、職場にお
ける妊娠、出産等に関するハラスメントの防止の
効果を高めるため、その発生の原因や背景につ
いて労働者の理解を深めることが重要である。そ
の際、職場における妊娠、出産等に関するハラス
メントの発生の原因や背景には、（ⅰ）妊娠、出産等
に関する否定的な言動（不妊治療に対する否定
的な言動を含め、他の女性労働者の妊娠、出産
等の否定につながる言動（当該女性労働者に直
接行わない言動も含む。）をいい、単なる自らの意
思の表明を除く。以下同じ。）が頻繁に行われるな
ど制度等の利用又は制度等の利用の請求等を
しにくい職場風土や、（ⅱ）制度等の利用ができる
ことの職場における周知が不十分であることなど
もあると考えられる。そのため、これらを解消して
いくことが職場における妊娠、出産等に関するハ
ラスメントの防止の効果を高める上で重要である
ことに留意することが必要である。

イ	 職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トの内容（以下「ハラスメントの内容」という。）及
び妊娠、出産等に関する否定的な言動が職場に
おける妊娠、出産等に関するハラスメントの発生
の原因や背景となり得ること（以下「ハラスメント
の背景等」という。）、職場における妊娠、出産等
に関するハラスメントを行ってはならない旨の方針
（以下「事業主の方針」という。）並びに制度等
の利用ができる旨を明確化し、管理監督者を含む
労働者に周知・啓発すること。
（事業主の方針等を明確化し、労働者に周知・啓
発していると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、事業主の方針及び

（三）	 事業主が職場における育児休業等に関する
言動に起因する問題に関し雇用管理上講ずべき
措置の内容
	 	 事業主は、職場における育児休業等に関する
ハラスメントを防止するため、雇用管理上次の措
置を講じなければならないこと。なお、事業主が行
う育児休業等を理由とする不利益取扱い（就業
環境を害する行為を含む。）については、既に法
第10条（法第16条、第16条の4及び第16条の7に
おいて準用する場合を含む。）、第16条の10、第
18条の2、第20条の2及び第23条の2で禁止され
ており、こうした不利益取扱いを行わないため、当
然に自らの行為の防止に努めることが求められる
こと。

イ	 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
	 	 事業主は、職場における育児休業等に関する
ハラスメントに対する方針の明確化、労働者に対
するその方針の周知・啓発として、次の措置を講
じなければならないこと。
	 	 なお、周知・啓発をするに当たっては、職場にお
ける育児休業等に関するハラスメントの防止の効
果を高めるため、その発生の原因や背景につい
て労働者の理解を深めることが重要であること。
その際、職場における育児休業等に関するハラス
メントの発生の原因や背景には、（ⅰ）育児休業等
に関する否定的な言動（他の労働者の制度等の
利用の否定につながる言動（当該労働者に直接
行わない言動も含む。）をいい、単なる自らの意思
の表明を除く。以下同じ。）が頻繁に行われるなど
制度等の利用又は制度等の利用の申出等をしに
くい職場風土や、（ⅱ）制度等の利用ができること
の職場における周知が不十分であることなどもあ
ると考えられること。そのため、これらを解消してい
くことが職場における育児休業等に関するハラス
メントの防止の効果を高める上で重要であること
に留意することが必要であること。

（イ）	職場における育児休業等に関するハラスメント
の内容（以下「ハラスメントの内容」という。）及び
育児休業等に関する否定的な言動が職場にお
ける育児休業等に関するハラスメントの発生の原
因や背景になり得ること（以下「ハラスメントの背
景等」という。）、職場における育児休業等に関す
るハラスメントを行ってはならない旨の方針（以下
「事業主の方針」という。）並びに制度等の利用
ができる旨を明確化し、管理監督者を含む労働者
に周知・啓発すること。
（事業主の方針等を明確化し、労働者に周知・啓
発していると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、事業主の方針及び

4.　企業が具体的に取り組むべきカスタマーハラス
メント対策
4.1　カスタマーハラスメント対策の基本的な枠組
み
企業がカスタマーハラスメント対策の基本的な枠
組みを構築するため、カスタマーハラスメントを想定
した事前の準備、実際に起こった際の対応として、
以下の取組を実施するとよいでしょう。
【「図●　カスタマーハラスメント（対策の基本的な
枠組み」－省略（①～⑧＝以下の4.2～4.9に対応）し
ている。】

（カスタマーハラスメントを想定した事前の準備）

4.2　基本方針・基本姿勢の明確化、従業員への
周知・啓発
企業のトップは、カスタマーハラスメント対策への
取組姿勢を明確に示す必要があります。企業とし
て、職場におけるカスタマーハラスメントをなくす旨
の方針を明確にし、トップ自ら発信することが重要で
す。
企業として、基本方針や姿勢を明確にすることに

より、企業が従業員を守り、尊重しながら業務を進め
るという安心感が従業員に育まれます。企業の姿
勢が明確になることで、カスタマーハラスメントを受け
た従業員や周囲の従業員も、トラブル事例や解消に
関して発言がしやすくなり、その結果、トラブルの再
発を防ぐことにも繋がります。
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シュアルハラスメントを行ってはならない旨の方
針を規定し、当該規定と併せて、職場における
セクシュアルハラスメントの内容及び性別役割
分担意識に基づく言動がセクシュアルハラスメ
ントの発生の原因や背景となり得ることを、労働
者に周知・啓発すること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に職場におけるセ
クシュアルハラスメントの内容及び性別役割分
担意識に基づく言動がセクシュアルハラスメン
トの発生の原因や背景となり得ること並びに職
場におけるセクシュアルハラスメントを行っては
ならない旨の方針を記載し、配布等すること。
③	 職場におけるセクシュアルハラスメントの内
容及び性別役割分担意識に基づく言動がセク
シュアルハラスメントの発生の原因や背景となり
得ること並びに職場におけるセクシュアルハラス
メントを行ってはならない旨の方針を労働者に
対して周知・啓発するための研修、講習等を実
施すること。

ロ	 職場におけるセクシュアルハラスメントに係る性
的な言動を行った者については、厳正に対処す
る旨の方針及び対処の内容を就業規則その他
の職場における服務規律等を定めた文書に規定
し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発するこ
と。
（対処方針を定め、労働者に周知・啓発していると
認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、職場におけるセク
シュアルハラスメントに係る性的な言動を行っ
た者に対する懲戒規定を定め、その内容を労
働者に周知・啓発すること。
②	 職場におけるセクシュアルハラスメントに係る
性的な言動を行った者は、現行の就業規則そ
の他の職場における服務規律等を定めた文書
において定められている懲戒規定の適用の対
象となる旨を明確化し、これを労働者に周知・
啓発すること。

（2）	相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に
対応するために必要な体制の整備

ハラスメントを行ってはならない旨の方針を規定
し、当該規定と併せて、職場におけるパワーハ
ラスメントの内容及びその発生の原因や背景
を労働者に周知・啓発すること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に職場におけるパ
ワーハラスメントの内容及びその発生の原因
や背景並びに職場におけるパワーハラスメント
を行ってはならない旨の方針を記載し、配布等
すること。
③	 職場におけるパワーハラスメントの内容及び
その発生の原因や背景並びに職場におけるパ
ワーハラスメントを行ってはならない旨の方針を
労働者に対して周知・啓発するための研修、講
習等を実施すること。

ロ	 職場におけるパワーハラスメントに係る言動を
行った者については、厳正に対処する旨の方針
及び対処の内容を就業規則その他の職場にお
ける服務規律等を定めた文書に規定し、管理監
督者を含む労働者に周知・啓発すること。

（対処方針を定め、労働者に周知・啓発していると
認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、職場におけるパワー
ハラスメントに係る言動を行った者に対する懲
戒規定を定め、その内容を労働者に周知・啓
発すること。
②	 職場におけるパワーハラスメントに係る言動
を行った者は、現行の就業規則その他の職場
における服務規律等を定めた文書において定
められている懲戒規定の適用の対象となる旨
を明確化し、これを労働者に周知・啓発するこ
と。

（2）	相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に
対応するために必要な体制の整備

制度等の利用ができる旨について規定し、当
該規定と併せて、ハラスメントの内容及びハラス
メントの背景等を労働者に周知・啓発すること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等にハラスメントの
内容及びハラスメントの背景等、事業主の方針
並びに制度等の利用ができる旨について記載
し、配布等すること。
③	 ハラスメントの内容及びハラスメントの背景
等、事業主の方針並びに制度等の利用ができ
る旨を労働者に対して周知・啓発するための研
修、講習等を実施すること。

ロ	 職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トに係る言動を行った者については、厳正に対処
する旨の方針及び対処の内容を就業規則その
他の職場における服務規律等を定めた文書に規
定し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発する
こと。
（対処方針を定め、労働者に周知・啓発していると
認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、職場における妊娠、
出産等に関するハラスメントに係る言動を行っ
た者に対する懲戒規定を定め、その内容を労
働者に周知・啓発すること。
②	 職場における妊娠、出産等に関するハラス
メントに係る言動を行った者は、現行の就業規
則その他の職場における服務規律等を定めた
文書において定められている懲戒規定の適用
の対象となる旨を明確化し、これを労働者に周
知・啓発すること。

（2）	相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に
対応するために必要な体制の整備

制度等の利用ができる旨について規定し、当
該規定とあわせて、ハラスメントの内容及びハラ
スメントの背景等を、労働者に周知・啓発するこ
と。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等にハラスメントの
内容及びハラスメントの背景等、事業主の方針
並びに制度等の利用ができる旨について記載
し、配布等すること。
③	 ハラスメントの内容及びハラスメントの背景
等、事業主の方針並びに制度等の利用ができ
る旨を労働者に対して周知・啓発するための研
修、講習等を実施すること。

（ロ）	職場における育児休業等に関するハラスメント
に係る言動を行った者については、厳正に対処す
る旨の方針及び対処の内容を就業規則その他
の職場における服務規律等を定めた文書に規定
し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発するこ
と。
（対処方針を定め、労働者に周知・啓発していると
認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、職場における育児
休業等に関するハラスメントに係る言動を行っ
た者に対する懲戒規定を定め、その内容を労
働者に周知・啓発すること。
②	 職場における育児休業等に関するハラスメ
ントに係る言動を行った者は、現行の就業規則
その他の職場における服務規律等を定めた
文書において定められている懲戒規定の適用
の対象となる旨を明確化し、これを労働者に周
知・啓発すること。

ロ	 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に
対応するために必要な体制の整備

実際に、従業員が現場で苦労している実態を
経営者が耳にしたことをきっかけに、経営者自らメッ
セージを発信し、カスタマーハラスメント対策に向け
た積極的な取組を始めた企業もあります。
（基本方針に含める要素例）

・	カスタマーハラスメントの内容
・	カスタマーハラスメントは自社にとって重大な問題
である
・	カスタマーハラスメントを放置しない
・	カスタマーハラスメントから従業員を守る
・	従業員の人権を尊重する
・	常識の範囲を超えた要求や言動を受けたら、周
囲に相談して欲しい
・	カスタマーハラスメントには組織として毅然とした
対応をする

（基本方針の例）

弊社は、お客様に対して真摯に対応し、信頼や期
待に応えることで、より高い満足を提供することを心
掛けます。
一方で、お客様からの常識の範囲を超えた要求

や言動の中には、従業員の人格を否定する言動、
暴力、セクシュアルハラスメント等の従業員の尊厳を
傷つけるものもあり、これら行為は、職場環境の悪化
を招く、ゆゆしき問題です。
わたしたちは、従業員の人権を尊重するため、こ
れらの要求や言動に対しては、お客様に対し、誠意
をもって対応しつつも、毅然とした態度で対応しま
す。もし、お客様からこれらの行為を受けた際は、従
業員が上長等に報告相談することを奨励しており、
相談があった際には組織的に対応します。

【※←直接対応項目なし】
関連「4.4 対応方法、手順の策定」、「4.5 社内対
応ルールについての従業員等への教育・研修」



8   

	 	 事業主は、労働者からの相談に対し、その内容
や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必
要な体制の整備として、次の措置を講じなければ
ならない。

イ	 相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」
という。）をあらかじめ定め、労働者に周知するこ
と。
（相談窓口をあらかじめ定めていると認められる
例）
①	 相談に対応する担当者をあらかじめ定める
こと。
②	 相談に対応するための制度を設けること。
③	 外部の機関に相談への対応を委託するこ
と。

ロ	 イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内
容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。
また、相談窓口においては、被害を受けた労働者
が萎縮するなどして相談を躊躇する例もあること
等も踏まえ、相談者の心身の状況や当該言動が
行われた際の受け止めなどその認識にも配慮し
ながら、職場におけるセクシュアルハラスメントが
現実に生じている場合だけでなく、その発生のお
それがある場合や、職場におけるセクシュアルハラ
スメントに該当するか否か微妙な場合であっても、
広く相談に対応し、適切な対応を行うようにするこ
と。例えば、放置すれば就業環境を害するおそ
れがある場合や、性別役割分担意識に基づく言
動が原因や背景となってセクシュアルハラスメント
が生じるおそれがある場合等が考えられる。

（相談窓口の担当者が適切に対応することができ
るようにしていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、そ
の内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と
人事部門とが連携を図ることができる仕組みと
すること。
②	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あ
らかじめ作成した留意点などを記載したマニュ
アルに基づき対応すること。
③	 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場
合の対応についての研修を行うこと。

	 	 事業主は、労働者からの相談に対し、その内容
や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必
要な体制の整備として、次の措置を講じなければ
ならない。

イ	 相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」
という。）をあらかじめ定め、労働者に周知するこ
と。
（相談窓口をあらかじめ定めていると認められる
例）
①	 相談に対応する担当者をあらかじめ定める
こと。
②	 相談に対応するための制度を設けること。
③	 外部の機関に相談への対応を委託するこ
と。

ロ	 イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内
容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。
また、相談窓口においては、被害を受けた労働者
が萎縮するなどして相談を躊躇する例もあること
等も踏まえ、相談者の心身の状況や当該言動が
行われた際の受け止めなどその認識にも配慮し
ながら、職場におけるパワーハラスメントが現実に
生じている場合だけでなく、その発生のおそれが
ある場合や、職場におけるパワーハラスメントに該
当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に
対応し、適切な対応を行うようにすること。例えば、
放置すれば就業環境を害するおそれがある場合
や、労働者同士のコミュニケーションの希薄化など
の職場環境の問題が原因や背景となってパワー
ハラスメントが生じるおそれがある場合等が考え
られる。

（相談窓口の担当者が適切に対応することができ
るようにしていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、そ
の内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と
人事部門とが連携を図ることができる仕組みと
すること。
②	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あ
らかじめ作成した留意点などを記載したマニュ
アルに基づき対応すること。
③	 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場
合の対応についての研修を行うこと。

	 	 事業主は、労働者からの相談に対し、その内容
や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必
要な体制の整備として、次の措置を講じなければ
ならない。

イ	 相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」
という。）をあらかじめ定め、労働者に周知するこ
と。
（相談窓口をあらかじめ定めていると認められる
例）
①	 相談に対応する担当者をあらかじめ定める
こと。
②	 相談に対応するための制度を設けること。
③	 外部の機関に相談への対応を委託するこ
と。

ロ	 イの相談窓口の担当者が、相談に対し、その内
容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。
また、相談窓口においては、被害を受けた労働者
が萎縮するなどして相談を躊躇する例もあること
等も踏まえ、相談者の心身の状況や当該言動が
行われた際の受け止めなどその認識にも配慮し
ながら、職場における妊娠、出産等に関するハラ
スメントが現実に生じている場合だけでなく、その
発生のおそれがある場合や、職場における妊娠、
出産等に関するハラスメントに該当するか否か微
妙な場合等であっても、広く相談に対応し、適切な
対応を行うようにすること。例えば、放置すれば就
業環境を害するおそれがある場合や、妊娠、出産
等に関する否定的な言動が原因や背景となって
職場における妊娠、出産等に関するハラスメント
が生じるおそれがある場合等が考えられる。

（相談窓口の担当者が適切に対応することができ
るようにしていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、そ
の内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と
人事部門とが連携を図ることができる仕組みと
すること。
②	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あ
らかじめ作成した留意点などを記載したマニュ
アルに基づき対応すること。
③	 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場
合の対応についての研修を行うこと。

	 	 事業主は、労働者からの相談に対し、その内容
や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するために必
要な体制の整備として、次の措置を講じなければ
ならないこと。

（イ）	相談への対応のための窓口（以下「相談窓口」
という。）をあらかじめ定め、労働者に周知するこ
と。
（相談窓口をあらかじめ定めていると認められる
例）
①	 相談に対応する担当者をあらかじめ定める
こと。
②	 相談に対応するための制度を設けること。
③	 外部の機関に相談への対応を委託するこ
と。

（ロ）	（イ）の相談窓口の担当者が、相談に対し、そ
の内容や状況に応じ適切に対応できるようにする
こと。また、相談窓口においては、被害を受けた労
働者が萎縮するなどして相談を躊躇する例もある
こと等も踏まえ、相談者の心身の状況や当該言動
が行われた際の受け止めなどその認識にも配慮
しながら、職場における育児休業等に関するハラ
スメントが現実に生じている場合だけでなく、その
発生のおそれがある場合や、職場における育児
休業等に関するハラスメントに該当するか否か微
妙な場合等であっても、広く相談に対応し、適切な
対応を行うようにすること。例えば、放置すれば就
業環境を害するおそれがある場合や、職場にお
ける育児休業等に関する否定的な言動が原因
や背景となって職場における育児休業等に関す
るハラスメントが生じるおそれがある場合等が考
えられること。
（相談窓口の担当者が適切に対応することができ
るようにしていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、そ
の内容や状況に応じて、相談窓口の担当者と
人事部門とが連携を図ることができる仕組みと
すること。
②	 相談窓口の担当者が相談を受けた場合、あ
らかじめ作成した留意点などを記載したマニュ
アルに基づき対応すること。
③	 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場
合の対応についての研修を行うこと。

4.3　従業員（被害者）のための相談対応体制の整
備
カスタマーハラスメントを受けた従業員が気軽に
相談できるように相談対応者を決めておき、または
相談窓口を設置して従業員に広く周知します。
相談対応者は、カスタマーハラスメントが実際に
発生している場合だけでなく、発生のおそれがある
場合やカスタマーハラスメントに該当するか判断が
つかない場合も含めて、幅広く相談に応じて迅速か
つ適切に対応します。
相談対応者は、相談者の心身の状況や受け止め
方など認識にも配慮しながら慎重に相談に応じます。
上記対応を実現するためには、人事労務部門や
法務部門、外部関係機関（弁護士等）と連携できる
ような体制を構築するとともに、具体的な対応方法を
まとめたマニュアルを整備し、相談対応者向けに定
期的に研修等を実施することが有効です。
▼相談対応者
従業員からカスタマーハラスメントに関する相談

を受ける相談対応者は、相談者の上司、現場の管
理監督者が担うことが考えられます。日頃から現場
の状況に精通していることや、何かトラブルがあった
際も現場に急行しやすいことがその理由として挙げ
られます。
実際、厚生労働省の労働者調査においても、「顧
客等からの著しい迷惑行為を受けて、社内の上司
に相談した」と回答した割合は約半数(48.4％)であ
り、行為を受けた従業員はまず上司に報告すると想
定され、上司、現場の管理監督者が担う役割は大き
いと考えられます。
なお、相談窓口は、カスタマーハラスメントのため
に必ずしも特別に設ける必要はありません。パワー
ハラスメント等を取り扱うハラスメント相談窓口や社
内ヘルプライン等で対応できるようにするなど、社内
関係部署（人事労務部門、法務部門等）、外部関
係機関と連携が取りやすくすると良いでしょう。
▼相談対応者の役割
相談対応者の役割としては、相談の受付（一次
対応）や、発生した事実の確認、関係部署への情
報共有等の役割を担います。事実確認の方法とし
ては、相談者及び他の従業員に状況を確認するこ
とや、店舗等における録画や録音が残っていれば
相談者とともに内容を確認することなどが挙げられ
ます。
その後、必要に応じて関係部署と連携しながら、
顧客等への対応方法の検討・実施、相談者への
フォロー等を行うことが考えられます。
▼相談対応者への教育
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（3）	職場におけるセクシュアルハラスメントに係る事
後の迅速かつ適切な対応
	 	 事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメン
トに係る相談の申出があった場合において、その
事案に係る事実関係の迅速かつ正確な確認及
び適正な対処として、次の措置を講じなければな
らない。

（3）	職場におけるパワーハラスメントに係る事後の
迅速かつ適切な対応
	 	 事業主は、職場におけるパワーハラスメントに係
る相談の申出があった場合において、その事案に
係る事実関係の迅速かつ正確な確認及び適正
な対処として、次の措置を講じなければならない。

（3）	職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トに係る事後の迅速かつ適切な対応
	 	 事業主は、職場における妊娠、出産等に関する
ハラスメントに係る相談の申出があった場合にお
いて、その事案に係る事実関係の迅速かつ正確
な確認及び適正な対処として、次の措置を講じな
ければならない。

ハ	 職場における育児休業等に関するハラスメント
に係る事後の迅速かつ適切な対応
	 	 事業主は、職場における育児休業等に関する
ハラスメントに係る相談の申出があった場合にお
いて、その事案に係る事実関係の迅速かつ正確
な確認及び適正な対処として、次の措置を講じな
ければならないこと。

相談対応者は、現場の状況把握や事実確認と
報告、顧客等への対応、相談者へのフォローなどの
役割を担うことになるため、相談対応者への教育は
大変重要となります。
状況によっては、その場でカスタマーハラスメント

かどうかの判断やそれに応じた顧客対応を求めら
れることもあり、相談対応者は社内であらかじめ定
めた基準や対応手順を理解し、ケーススタディ等を
通して対応例を想定しておく必要があります。その
ため、相談対応者には定期的に研修等を行うこと
が有効です。
▼相談対応を行う上での留意点について
軽微と思われる事案であっても深刻な問題が潜

んでいる場合があります。初期対応次第で、相談者
の不信感を生むことや問題解決に支障が出ること、
会社や上司に不信感を生じさせる可能性がありま
すので、相談対応者は丁寧な対応が望まれます。
また、相談対応者は、相談者の話を傾聴する姿
勢が重要で、詰問にならないように留意する必要が
あります。万一、相談者から「死にたい」などと自殺
を暗示する言動があった場合は、相談対応者は人
事部門と連携し、直ちに産業医、産業カウンセラー
等の医療専門家につなぐことが求められます。
「ポイント！　カスタマーハラスメント対策を中心と

なって進める組織の設置」

カスタマーハラスメントに対応する体制を構築す
る上では、従業員からの相談を受ける相談対応者、
相談窓口とは別に、カスタマーハラスメント対策を推
進し、取組全体を所管する組織があるとよいでしょ
う。
例えば、本社組織（人事労務部門、カスタマー

サービス部門、法人部門など）が中心となって対策
推進チームを設け、基本方針や対応方法・手順の
作成、教育や周知、再発防止策の検討・実施を取り
まとめます。
また、相談対応者や相談窓口等から受けた情報
をもとに、法的対応や外部機関との連携が必要とな
る事案について判断、アドバイスを行う等の役割が
考えられます。企業として一体的に対応できるように
しておくことが望まれます。

4.4　対応方法、手順の策定
4.5　社内対応ルールについての従業員等への教
育・研修

【※「相談への対応」ではないので巻末に掲載】

（カスタマーハラスメントが実際に起こった際の対応）
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イ	 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認
すること。なお、セクシュアルハラスメントに係る性
的な言動の行為者とされる者（以下「行為者」と
いう。）が、他の事業主が雇用する労働者又は他
の事業主（その者が法人である場合にあっては、
その役員）である場合には、必要に応じて、他の
事業主に事実関係の確認への協力を求めること
も含まれる。
（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認し
ていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者、人事部門又は専門の
委員会等が、相談を行った労働者（以下「相談
者」という。）及び行為者の双方から事実関係
を確認すること。その際、相談者の心身の状況
や当該言動が行われた際の受け止めなどその
認識にも適切に配慮すること。
	 	 また、相談者と行為者との間で事実関係に
関する主張に不一致があり、事実の確認が十
分にできないと認められる場合には、第三者か
らも事実関係を聴取する等の措置を講ずるこ
と。
②	 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとし
たが、確認が困難な場合などにおいて、法第18
条に基づく調停の申請を行うことその他中立な
第三者機関に紛争処理を委ねること。

イ	 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認
すること。

（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認し
ていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者、人事部門又は専門の
委員会等が、相談者及び行為者の双方から
事実関係を確認すること。その際、相談者の心
身の状況や当該言動が行われた際の受け止
めなどその認識にも適切に配慮すること。
	 	 また、相談者と行為者との間で事実関係に
関する主張に不一致があり、事実の確認が十
分にできないと認められる場合には、第三者か
らも事実関係を聴取する等の措置を講ずるこ
と。
②	 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとし
たが、確認が困難な場合などにおいて、法第30
条の6に基づく調停の申請を行うことその他中
立な第三者機関に紛争処理を委ねること。

イ	 事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認
すること。

（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認し
ていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者、人事部門又は専門の
委員会等が、相談を行った労働者（以下「相談
者」という。）及び職場における妊娠、出産等に
関するハラスメントに係る言動の行為者とされ
る者（以下「行為者」という。）の双方から事実
関係を確認すること。その際、相談者の心身の
状況や当該言動が行われた際の受け止めな
どその認識にも適切に配慮すること。
	 	 また、相談者と行為者との間で事実関係に
関する主張に不一致があり、事実の確認が十
分にできないと認められる場合には、第三者か
らも事実関係を聴取する等の措置を講ずるこ
と。
②	 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとし
たが、確認が困難な場合などにおいて、法第18
条に基づく調停の申請を行うことその他中立な
第三者機関に紛争処理を委ねること。

（イ）	事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認
すること。

（事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認し
ていると認められる例）
①	 相談窓口の担当者、人事部門又は専門の
委員会等が、相談を行った労働者（以下「相談
者」という。）及び職場における育児休業等に
関するハラスメントに係る言動の行為者とされ
る者（以下「行為者」という。）の双方から事実
関係を確認すること。その際、相談者の心身の
状況や当該言動が行われた際の受け止めな
どその認識にも適切に配慮すること。
	 	 また、相談者と行為者との間で事実関係に
関する主張に不一致があり、事実の確認が十
分にできないと認められる場合には、第三者か
らも事実関係を聴取する等の措置を講ずるこ
と。
②	 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとし
たが、確認が困難な場合などにおいて、法第52
条の5に基づく調停の申請を行うことその他中
立な第三者機関に紛争処理を委ねること。

【※「相談の申出があった場合」という限定なし】
4.6　事実関係の正確な確認と事案への対応
顧客等から正当な主張なのか、言いがかりのよう

な悪質なクレームなのか判断をするため、顧客等の
主張をもとに、それが事実であるかを確かな証拠・証
言に基づいて確認します。
事実かどうかの判断については、個別に状況を
判断せず、周囲や管理者に相談する等、複数名で
判断しましょう。たとえ、「今すぐ答えを出せ」と言わ
れても、明らかな事情がない限り、極力その場で答
えを出さないようにします。顧客等の主張が事実と
異なる場合には指摘をし、事実ならば企業として適
切な対応を検討します。
事実関係の整理・判断（正確に状況を判断するた

めに）

相談対応者または相談窓口対応者が、従業員か
ら相談を受けた場合、まずは事実関係を整理し、顧
客等から受けた言動がハラスメント行為にあたるか
どうか判断する必要があります。
相談（窓口）対応者が、事実関係を整理する流れ

は、以下のとおりです。
（一般的な事実関係の整理・判断フロー）
①	 時系列で、起こった状況、事実関係を正確に把
握し、理解する。
②	 顧客等の求めている内容を把握する。
③	 顧客等の要求内容が妥当か検討する。
④	 顧客等の要求の手段・態様が社会通念上相
当か検討する。
事実関係を確認する際には、トラブルの状況を録
音/録画されたものを、対応者が相談者（事案担当
者）とともに確認すると、より状況を正確に把握するこ
とができます。
確認できた情報をもとに、要求の内容が妥当か、

その手段・態様が社会通念上相当かを検討し、顧
客等の要望に関して対応方針を決めていくことにな
りますが、あらかじめ社内で対応方針、手順を決め
ておくと、スムーズにその後の対応を決めることがで
きると考えられます。
相談者の心身の状況や事案の受け止め方等に

も配慮し、意向に沿いながら丁寧かつ慎重に事実
確認を行います。また、その際は、プライバシーを保
護し、不利益取扱いを行わない旨をあらかじめ伝え
ながら、相談に応じます。
【企業における事実確認の事例】

・	相談内容を録音したものや、トラブル状況を録画
したものを、事案担当者が管理者とともに確認し、
状況を把握するようにする。
・	運行中の事案については乗務員からの報告や、
運行中の動画を確認することによって状況を把握
している。
・	訴訟になる可能性がある案件（怪我等の人的損
害等）か。過失割合をはっきりさせるよう努力して
いる。
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ロ	 イにより、職場におけるセクシュアルハラスメント
が生じた事実が確認できた場合においては、速
やかに被害を受けた労働者（以下「被害者」とい
う。）に対する配慮のための措置を適正に行うこ
と。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者
の間の関係改善に向けての援助、被害者と行
為者を引き離すための配置転換、行為者の謝
罪、被害者の労働条件上の不利益の回復、管
理監督者又は事業場内産業保健スタッフ等に
よる被害者のメンタルヘルス不調への相談対
応等の措置を講ずること。
②	 法第18条に基づく調停その他中立な第三
者期間の紛争解決案に従った措置を被害者
に対して講ずること。

ハ	 イにより、職場におけるセクシュアルハラスメント
が生じた事実が確認できた場合においては、行
為者に対する措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書における職場におけるセクシュ
アルハラスメントに関する規定等に基づき、行
為者に対して必要な懲戒その他の措置を講ず
ること。あわせて、事案の内容や状況に応じ、
被害者と行為者の間の関係改善に向けての

ロ	 イにより、職場におけるパワーハラスメントが生じ
た事実が確認できた場合においては、速やかに
被害を受けた労働者（以下「被害者」という。）に
対する配慮のための措置を適正に行うこと。

（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 事案の内容や状況に応じ、被害者と行為者
の間の関係改善に向けての援助、被害者と行
為者を引き離すための配置転換、行為者の謝
罪、被害者の労働条件上の不利益の回復、管
理監督者又は事業場内産業保健スタッフ等に
よる被害者のメンタルヘルス不調への相談対
応等の措置を講ずること。
②	 法第30条の6に基づく調停その他中立な第
三者機関の紛争解決案に従った措置を被害
者に対して講ずること。

ハ	 イにより、職場におけるパワーハラスメントが生
じた事実が確認できた場合においては、行為者
に対する措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書における職場におけるパワー
ハラスメントに関する規定等に基づき、行為者
に対して必要な懲戒その他の措置を講ずるこ
と。あわせて、事案の内容や状況に応じ、被害
者と行為者の間の関係改善に向けての援助、

ロ	 イにより、職場における妊娠、出産等に関するハ
ラスメントが生じた事実が確認できた場合におい
ては、速やかに被害を受けた労働者（以下「被害
者」という。）に対する配慮のための措置を適正に
行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 事案の内容や状況に応じ、被害者の職場環
境の改善又は迅速な制度等の利用に向けて
の環境整備、被害者と行為者の間の関係改善
に向けての援助、行為者の謝罪、管理監督者
又は事業場内産業保健スタッフ等による被害
者のメンタルヘルス不調への相談対応等の措
置を講ずること。
②	 法第18条に基づく調停その他中立な第三
者機関の紛争解決案に従った措置を被害者
に対して講ずること。

ハ	 イにより、職場における妊娠、出産等に関するハ
ラスメントが生じた事実が確認できた場合におい
ては、行為者に対する措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書における職場における妊娠、
出産等に関するハラスメントに関する規定等に
基づき、行為者に対して必要な懲戒その他の
措置を講ずること。あわせて、事案の内容や状
況に応じ、被害者と行為者の間の関係改善に

（ロ）	（イ）により、職場における育児休業等に関する
ハラスメントが生じた事実が確認できた場合にお
いては、速やかに被害を受けた労働者（以下「被
害者」という。）に対する配慮のための措置を適正
に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 事案の内容や状況に応じ、被害者の職場環
境の改善又は迅速な制度等の利用に向けて
の環境整備、被害者と行為者の間の関係改善
に向けての援助、行為者の謝罪、管理・監督者
又は事業場内産業保健スタッフ等による被害
者のメンタルヘルス不調への相談対応等の措
置を講ずること。
②	 法第52条の5に基づく調停その他中立な第
三者機関の紛争解決案に従った措置を被害
者に対して講ずること。

（ハ）（イ）により、職場における育児休業等に関する
ハラスメントが生じた事実が確認できた場合にお
いては、行為者に対する措置を適正に行うこと。
（措置を適正に行っていると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書における職場における育児休
業等に関するハラスメントに関する規定等に基
づき、行為者に対して必要な懲戒その他の措
置を講ずること。あわせて、事案の内容や状況
に応じ、被害者と行為者の間の関係改善に向

事実関係の確認後の事案への対応

事実関係の確認が完了したのち、カスタマーハラ
スメントであると判断するに至った場合には、「4.4 対
応方法、手順の策定」の（2）に記載のように、あらか
じめ策定した手順・基準に沿って判断、対応します。
【※本頁下に続く】

4.7　従業員への配慮の措置
従業員がカスタマーハラスメントの被害を受けた
場合、速やかに被害を受けた従業員に対する配慮
の措置を行う必要があります。対応すべき事項とし
て、従業員の現場での安全確保や従業員の精神
面への配慮があります。
（従業員の安全の確保）
顧客等が、殴る、蹴る、物を投げるといった暴力行
為や身体に触るといったセクハラ行為を行ってくる
場合、従業員の安全確保を行わなければなりませ
ん。具体的には、監督管理者が顧客対応を代わり、
顧客等から従業員を引き離す、状況に応じて、弁護
士や管轄の警察と連携を取りながら、本人の安全を
確保する等の対応があります。
（精神面への配慮）
顧客等からの言動により、従業員にメンタルヘル

ス不調の兆候がある場合、産業医や産業カウンセ
ラー、臨床心理士等の専門家に相談対応を依頼し
てアフターケアを行う、または専門の医療機関への
受診を促します。
その他、定期的にストレスチェックを行う等、従業
員の状況を確認し、問題がある場合は産業医への
相談を促す等、従業員の心の健康の保持増進を図
ることが求められます。
また、従業員がセクシュアルハラスメントを受けた
際は、同性の相談対応者が対応する等、被害内容
にあわせた配慮も必要です。
【企業における従業員への配慮の事例】
上手く顧客対応をした人への表彰を行う等、ポジ

ティブな方向でクレーム窓口担当者を称賛する取組
を行っている。また、顧客からの問い合わせ窓口対
応者間では、お互いで話をさせるなど、懇親のイベン
トを設けるようにし、ストレスが過度にかかる部署で
あることを意識し、定期的に息抜き、共感の機会を
設ける等している。

【※←直接対応項目なし】
参考「4.6 事実関係の正確な確認と事案への対応」
【※本頁上から続く】
【企業における行為者への対応事例】

・	責任のある立場の者から行為者へ帰ってもらう旨
を伝える。
・	出入り禁止を通告する。
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援助、被害者と行為者を引き離すための配置
転換、行為者の謝罪等の措置を講ずること。
②	 法第18条に基づく調停その他中立な第三
者機関の紛争解決案に従った措置を行為者
に対して講ずること。

ニ	 改めて職場におけるセクシュアルハラスメントに
関する方針を周知・啓発する等の再発防止に向
けた措置を講ずること。
	 	 なお、セクシュアルハラスメントに係る性的な言
動の行為者が、他の事業主が雇用する労働者
又は他の事業主（その者が法人である場合に
あっては、その役員）である場合には、必要に応じ
て、他の事業主に再発防止に向けた措置への協
力を求めることも含まれる。
	 	 また、職場におけるセクシュアルハラスメントが生
じた事実が確認できなかった場合においても、同
様の措置を講ずること。
（再発防止に向けた措置を講じていると認められ
る例）
①	 職場におけるセクシュアルハラスメントを行っ
てはならない旨の方針及び職場におけるセク
シュアルハラスメントに係る性的な言動を行っ
た者について厳正に対処する旨の方針を、社
内報、パンフレット、社内ホームページ等広報又
は啓発のための資料等に改めて掲載し、配布
等すること。
②	 労働者に対して職場におけるセクシュアル
ハラスメントに関する意識を啓発するための研
修、講習等を改めて実施すること。

被害者と行為者を引き離すための配置転換、
行為者の謝罪等の措置を講ずること。
②	 法第30条の6に基づく調停その他中立な第
三者機関の紛争解決案に従った措置を行為
者に対して講ずること。

ニ	 改めて職場におけるパワーハラスメントに関す
る方針を周知・啓発する等の再発防止に向けた
措置を講ずること。	 	
	 なお、職場におけるパワーハラスメントが生じた
事実が確認できなかった場合においても、同様の
措置を講ずること。

（再発防止に向けた措置を講じていると認められ
る例）
①	 職場におけるパワーハラスメントを行ってはな
らない旨の方針及び職場におけるパワーハラ
スメントに係る言動を行った者について厳正に
対処する旨の方針を、社内報、パンフレット、社
内ホームページ等広報又は啓発のための資料
等に改めて掲載し、配布等すること。
②	 労働者に対して職場におけるパワーハラスメ
ントに関する意識を啓発するための研修、講習
等を改めて実施すること。

向けての援助、行為者の謝罪等の措置を講ず
ること。
②	 法第18条に基づく調停その他中立な第三
者機関の紛争解決案に従った措置を行為者
に対して講ずること。

ニ	 改めて職場における妊娠、出産等に関するハ
ラスメントに関する方針を周知・啓発する等の再
発防止に向けた措置を講ずること。
	 	 なお、職場における妊娠、出産等に関するハ
ラスメントが生じた事実が確認できなかった場
合においても、同様の措置を講ずること。

（再発防止に向けた措置を講じていると認められ
る例）
①	 事業主の方針、制度等の利用ができる旨及
び職場における妊娠、出産等に関するハラスメ
ントに係る言動を行った者について厳正に対
処する旨の方針を、社内報、パンフレット、社内
ホームページ等広報又は啓発のための資料等
に改めて掲載し、配布等すること。
②	 労働者に対して職場における妊娠、出産等
に関するハラスメントに関する意識を啓発する
ための研修、講習等を改めて実施すること。

（4）	職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トの原因や背景となる要因を解消するための措
置
	 	 事業主は、職場における妊娠、出産等に関する
ハラスメントの原因や背景となる要因を解消する
ため、業務体制の整備など、事業主や妊娠等し
た労働者その他の労働者の実情に応じ、必要な
措置を講じなければならない（派遣労働者にあっ
ては、派遣元事業主に限る。）。
	 	 なお、措置を講ずるに当たっては、
（ⅰ）	 職場における妊娠、出産等に関するハラスメ
ントの背景には妊娠、出産等に関する否定的
な言動もあるが、当該言動の要因の一つには、
妊娠した労働者がつわりなどの体調不良のた
め労務の提供ができないことや労働能率が低
下すること等により、周囲の労働者の業務負担
が増大することもあることから、周囲の労働者
の業務負担等にも配慮すること

（ⅱ）	妊娠等した労働者の側においても、制度等
の利用ができるという知識を持つことや、周囲と
円滑なコミュニケーションを図りながら自身の体
調等に応じて適切に業務を遂行していくという
意識を持つこと

けての援助、行為者の謝罪等の措置を講ずる
こと。
②	 法第52条の5に基づく調停その他中立な第
三者機関の紛争解決案に従った措置を行為
者に対して講ずること。

（ニ）	 改めて職場における育児休業等に関するハ
ラスメントに関する方針を周知・啓発する等の再
発防止に向けた措置を講ずること。
	 	 なお、職場における育児休業等に関するハラス
メントが生じた事実が確認できなかった場合にお
いても、同様の措置を講ずること。

（再発防止に向けた措置を講じていると認められ
る例）
①	 事業主の方針、制度等の利用ができる旨及
び職場における育児休業等に関するハラスメ
ントに係る言動を行った者について厳正に対
処する旨の方針を、社内報、パンフレット、社内
ホームページ等広報又は啓発のための資料等
に改めて掲載し、配布等すること。
②	 労働者に対して職場における育児休業等に
関するハラスメントに関する意識を啓発するた
めの研修、講習等を改めて実施すること。

ニ	 職場における育児休業等に関するハラスメント
の原因や背景となる要因を解消するための措置
	 	 事業主は、職場における育児休業等に関する
ハラスメントの原因や背景となる要因を解消する
ため、業務体制の整備など、事業主や制度等の
利用を行う労働者その他の労働者の実情に応
じ、必要な措置を講じなければならないこと（派遣
労働者にあっては、派遣元事業主に限る。）。
	 	 なお、措置を講ずるに当たっては、
（ⅰ）	 職場における育児休業等に関するハラスメ
ントの背景には育児休業等に関する否定的な
言動もあるが、当該言動の要因の1つには、労
働者が所定労働時間の短縮措置を利用する
ことで短縮分の労務提供ができなくなること等
により、周囲の労働者の業務負担が増大するこ
ともあることから、周囲の労働者の業務負担等
にも配慮すること

（ⅱ）	労働者の側においても、制度等の利用がで
きるという知識を持つことや周囲と円滑なコミュ
ニケーションを図りながら自身の制度の利用状
況等に応じて適切に業務を遂行していくという
意識を持つこと

	 のいずれも重要であることに留意することが必要

4.8　再発防止のための取組
カスタマーハラスメント問題が一旦解決した後も、
同様の問題が再発することを防ぐため、取組を継続
し、従業員の顧客対応の理解を深めます。
取組を継続する上では、定期的に取組を見直す

ことも重要です。
カスタマーハラスメントの解決に当たって、発生し
た事案にただ対応するだけでは、最悪の場合、同じ
ことが繰り返される可能性が残ります。カスタマーハ
ラスメントの再発防止は容易ではありませんが、従
業員の接客態度によりクレームがカスタマーハラスメ
ントに発展するようなケースについては、その接客対
応の改善によって再発防止を図ることが可能です。
接客対応の改善のためには、例えば次のような方法
が考えられます。《事案発生時の従業員への共有》
事案発生時には、可能であれば、従業員に対し

て何らかのメッセージ・情報の発信をするとよいでしょ
う。現場を預かる管理職が現場の従業員に注意喚
起をするだけでも効果が見込まれます。それ以外
に、接客対応に関する研修やEラーニングによる周
知も方法として考えられます。
《事例の活用》

社内事例ごとに検証し、新たな防止策を検討し、
毎年のトップメッセージやクレーム対応マニュアル、
研修などの見直し・改善に役立てることが望まれま
す。またプライバシーに配慮しつつ、同様の問題が
発生しないように、社内会議等で情報共有すること
も大切です。
【企業における再発防止のための取組事例】

・	朝礼をはじめとした従業員が集まる場で、トラブル
事例を共有するようにしている。
・	報告書等をまとめ、社内関係者に共有する。
・	多発するトラブル事例については、勉強会を行
い、関係部署に情報共有するようにしている。
・	個人情報にふれないような形で、トラブル事案を
類型化し、ガイドラインなどでまとめて従業員に共
有している。

≪ポイント！企業内でのハラスメント対応との違い≫

カスタマーハラスメント対応と企業内でのハラスメ
ント対応との大きな違いとして、カスタマーハラスメント
行為の場合、未然防止やハラスメント行為者に対す
る直接的な措置が直ちに行いづらい点があります。
企業内でのハラスメント対応においては、トップメッ

セージや社内研修等により、ハラスメント行為につい
て未然防止の働きかけを行うことができます。また、
ハラスメント被害を受けた従業員が会社に相談し、
相談内容がハラスメントにがいつすると判断されれ
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（4）	（1）から（3）までの措置と併せて講ずべき措置
	 	 （1）から（3）までの措置を講ずるに際しては、
併せて次の措置を講じなければならない。
イ	 職場におけるパワーハラスメントに係る相談者・
行為者等の情報は当該相談者・行為者等のプラ
イバシーに属するものであることから、相談への対
応又は当該パワーハラスメントに係る事後の対応
に当たっては、相談者・行為者等のプライバシーを
保護するために必要な措置を講ずるとともに、そ
の旨を労働者に対して周知すること。なお、相談
者・行為者等のプライバシーには、性的指向・性自
認や病歴、不妊治療等の機微な個人情報も含ま
れるものであること。
（相談者・行為者等のプライバシーを保護するた
めに必要な措置を講じていると認められる例）
①	 相談者・行為者等のプライバシーの保護の
ために必要な事項をあらかじめマニュアルに
定め、相談窓口の担当者が相談を受けた際に
は、当該マニュアルに基づき対応するものとす
ること。
②	 相談者・行為者等のプライバシーの保護のた
めに、相談窓口の担当者に必要な研修を行うこ
と。
③	 相談窓口においては相談者・行為者等のプ
ライバシーを保護するために必要な措置を講じ
ていることを、社内報、パンフレット、社内ホーム
ページ等広報又は啓発のための資料等に掲
載し、配布等すること。

ロ	 法第30条の2第2項、第30条の5第2項及び第
30条の6第2項の規定を踏まえ、労働者が職場に
おけるパワーハラスメントに関し相談をしたこと若
しくは事実関係の確認等の事業主の雇用管理
上講ずべき措置に協力したこと、都道府県労働
局に対して相談、紛争解決の援助の求め若しく
は調停の申請を行ったこと又は調停の出頭の求
めに応じたこと（以下「パワーハラスメントの相談
等」という。）を理由として、解雇その他不利益な
取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発
すること。

（4）	（1）から（3）までの措置と併せて講ずべき措置
	 	 （1）から（3）までの措置を講ずるに際しては、
併せて次の措置を講じなければならない。
イ	 職場におけるセクシュアルハラスメントに係る相
談者・行為者等の情報は当該相談者・行為者等
のプライバシーに属するものであることから、相談
への対応又は当該セクシュアルハラスメントに係
る事後の対応に当たっては、相談者・行為者等の
プライバシーを保護するために必要な措置を講
ずるとともに、その旨を労働者に対して周知するこ
と。

（相談者・行為者等のプライバシーを保護するた
めに必要な措置を講じていると認められる例）
①	 相談者・行為者等のプライバシーの保護の
ために必要な事項をあらかじめマニュアルに
定め、相談窓口の担当者が相談を受けた際に
は、当該マニュアルに基づき対応するものとす
ること。
②	 相談者・行為者等のプライバシーの保護のた
めに、相談窓口の担当者に必要な研修を行うこ
と。
③	 相談窓口においては相談者・行為者等のプ
ライバシーを保護するために必要な措置を講じ
ていることを、社内報、パンフレット、社内ホーム
ページ等広報又は啓発のための資料等に掲
載し、配布等すること。

ロ	 法第11条第2項、第17条第2項及び第18条第
2項の規定を踏まえ、労働者が職場におけるセク
シュアルハラスメントに関し相談をしたこと若しくは
事実関係の確認等の事業主の雇用管理上講ず
べき措置に協力したこと、都道府県労働局に対し
て相談、紛争解決の援助の求め若しくは調停の
申請を行ったこと又は調停の出頭の求めに応じ
たこと（以下「セクシュアルハラスメントの相談等」
という。）を理由として、解雇その他不利益な取扱
いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発するこ
と。

	 のいずれも重要であることに留意することが必要
である（5（2）において同じ。）。
（業務体制の整備など、必要な措置を講じている
と認められる例）
①	 妊娠等した労働者の周囲の労働者への業
務の偏りを軽減するよう、適切に業務分担の見
直しを行うこと。
②	 業務の点検を行い、業務の効率化等を行う
こと。

（5）	（1）から（4）までの措置と併せて講ずべき措置
	 	 （1）から（4）までの措置を講ずるに際しては、
併せて次の措置を講じなければならない。
イ	 職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トに係る相談者・行為者等の情報は当該相談者・
行為者等のプライバシーに属するものであること
から、相談への対応又は当該妊娠、出産等に関
するハラスメントに係る事後の対応に当たっては、
相談者・行為者等のプライバシーを保護するため
に必要な措置を講ずるとともに、その旨を労働者
に対して周知すること。

（相談者・行為者等のプライバシーを保護するた
めに必要な措置を講じていると認められる例）
①	 相談者・行為者等のプライバシーの保護の
ために必要な事項をあらかじめマニュアルに
定め、相談窓口の担当者が相談を受けた際に
は、当該マニュアルに基づき対応するものとす
ること。
②	 相談者・行為者等のプライバシーの保護のた
めに、相談窓口の担当者に必要な研修を行うこ
と。
③	 相談窓口においては相談者・行為者等のプ
ライバシーを保護するために必要な措置を講じ
ていることを、社内報、パンフレット、社内ホーム
ページ等広報又は啓発のための資料等に掲
載し、配布等すること。

ロ	 法第11条の3第2項、第17条第2項及び第18条
第2項の規定を踏まえ、労働者が職場における妊
娠、出産等に関するハラスメントに関し相談をした
こと若しくは事実関係の確認等の事業主の雇用
管理上講ずべき措置に協力したこと、都道府県
労働局に対して相談、紛争解決の援助の求め若
しくは調停の申請を行ったこと又は調停の出頭の
求めに応じたこと（以下「妊娠・出産等に関するハ
ラスメントの相談等」という。）を理由として、解雇そ
の他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働
者に周知・啓発すること。

ば、行為者に対して指導・懲戒等の適切な措置をと
ることができます。
これに対し、カスタマーハラスメントにおいては、顧
客等に対しハラスメント行為について未然防止の働
きかけを行うことは企業内の対応に比べると容易で
なく、顧客等による行為が社内でハラスメントだと認
定されても、会社と顧客等との間に雇用関係がない
ため、出入り禁止や行為の差し止めといった直接的
な措置を取るには利用規約（定型約款）や裁判など
が必要なケースもあり、一工夫が必要となります。
そのため、社内の関係部門に加え、個々の企業と

して弁護士との連携や、業界として所管官庁との連
携が重要になります。

4.9　その他、カスタマーハラスメントの予防・解決
のために取り組むべきこと

▼カスタマーハラスメントの発生状況の迅速な把

握と情報の記録について

顧客等からのトラブル、ハラスメントを受けた場合
を想定して、あらかじめ従業員からの情報収集、相
談の方法を整えておく必要があります。
従業員からの相談、情報収集の方法としては、①

ハラスメント発生状況の迅速な把握と②事案発生後
の振り返りのための情報の記録・管理とがあります。
①	 ハラスメント発生状況の迅速な把握：
従業員からの相談を待つばかりでなく、カスタマー

ハラスメントの発生を迅速に把握し、またカスタマー
ハラスメントになりそうな予兆を捉えるため、能動的
に情報を取得する取組、仕組みが必要となります。
例として、以下のようなものがあります。
・	緊急事態報告メールを専門部署に連絡させる。
・	現場従業員から上長に電話する。不在時にはエ
リア担当者に電話することを徹底している。
・	担当部門の部門長が大きな問題にならないよう
に、事例発生後すぐに情報共有する。
・	事故報告書を書く前に、関係部署へメールや電話
等で相談し、対応方法を検討し、早期に対応する。
・	通話内容を文字化するシステムで、テキストをリア
ルタイムにチェックしている。
・	現場では上長が把握し、本部には上長から報告
を入れる。
・	本社で警察OBを雇っており、現場を巡回させて
状況を把握するようにしている。
・	年に1、2回上長と従業員の間で面談を実施して
いる。
・	LINEグループを作成し、悩み事や気づいたこと
等は随時共有するようにしている。
・	必要に応じて電話を録音する、接客の状況を録
画する。
②	 事案発生後の振り返りのための情報の記録・管
理：
顧客等の申し出内容および対応の経緯、結果は
正確に記録し、関係部署に共有・報告するとともに、

である（（4）ロにおいて同じ）。

（業務体制の整備など、必要な措置を講じている
と認められる例）
①	 制度等の利用を行う労働者の周囲の労働
者への業務の偏りを軽減するよう、適切に業務
分担の見直しを行うこと。
②	 業務の点検を行い、業務の効率化等を行う
こと。

ホ	 イからニまでの措置と併せて講ずべき措置
	 	 イからニまでの措置を講ずるに際しては、併せ
て次の措置を講じなければならないこと。

（イ）	職場における育児休業等に関するハラスメント
に係る相談者・行為者等の情報は当該相談者・
行為者等のプライバシーに属するものであること
から、相談への対応又は当該育児休業等に関す
るハラスメントに係る事後の対応に当たっては、相
談者・行為者等のプライバシーを保護するために
必要な措置を講ずるとともに、その旨を労働者に
対して周知すること。

（相談者・行為者等のプライバシーを保護するた
めに必要な措置を講じていると認められる例）
①	 相談者・行為者等のプライバシーの保護の
ために必要な事項をあらかじめマニュアルに
定め、相談窓口の担当者が相談を受けた際に
は、当該マニュアルに基づき対応するものとす
ること。
②	 相談者・行為者等のプライバシーの保護のた
めに、相談窓口の担当者に必要な研修を行うこ
と。
③	 相談窓口においては相談者・行為者等のプ
ライバシーを保護するために必要な措置を講じ
ていることを、社内報、パンフレット、社内ホーム
ページ等広報又は啓発のための資料等に掲
載し、配布等すること。

（ロ）	法第25条第2項、第52条の4第2項及び第52条
の5第2項の規定を踏まえ、労働者が職場におけ
る育児休業等に関するハラスメントに関し相談を
したこと若しくは事実関係の確認等の事業主の
雇用管理上講ずべき措置に協力したこと、都道
府県労働局に対して相談、紛争解決の援助の求
め若しくは調停の申請を行ったこと又は調停の出
頭の求めに応じたこと（以下「育児休業等に関す
るハラスメントの相談等」という。）を理由として、解
雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、労
働者に周知・啓発すること。
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（不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に
その周知・啓発することについて措置を講じて
いると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、パワーハラスメントの
相談等を理由として、労働者が解雇等の不利
益な取扱いをされない旨を規定し、労働者に周
知・啓発をすること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に、パワーハラスメ
ントの相談等を理由として、労働者が解雇等の
不利益な取扱いをされない旨を記載し、労働者
に配布等すること。

5		 事業主が職場における優越的な関係を背景と
した言動に起因する問題に関し行うことが望まし
い取組の内容
	 	 事業主は、当該事業主が雇用する労働者又は
当該事業主（その者が法人である場合にあって
は、その役員）が行う職場におけるパワーハラスメ
ントを防止するため、4の措置に加え、次の取組を
行うことが望ましい。

（1）	職場におけるパワーハラスメントは、セクシュア
ルハラスメント（事業主が職場における性的な言
動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき
措置等についての指針（平成18年厚生労働省
告示第615号）に規定する「職場におけるセクシュ
アルハラスメント」をいう。以下同じ。）、妊娠、出産
等に関するハラスメント（事業主が職場における
妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関
して雇用管理上講ずべき措置等についての指針
（平成28年厚生労働省告示第312号）に規定す
る「職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
ト」をいう。）、育児休業等に関するハラスメント（子
の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととな

（不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に
その周知・啓発することについて措置を講じて
いると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、セクシュアルハラスメ
ントの相談等を理由として、当該労働者が解雇
等の不利益な取扱いをされない旨を規定し、労
働者に周知・啓発をすること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に、セクシュアルハ
ラスメントの相談等を理由として、当該労働者
が解雇等の不利益な取扱いをされない旨を記
載し、労働者に配布等すること。

5		 他の事業主の講ずる雇用管理上の措置の実
施に関する協力
	 	 法第11条第3項の規定により、事業主は、当該
事業主が雇用する労働者又は当該事業主（その
者が法人である場合にあっては、その役員）によ
る他の事業主の雇用する労働者に対する職場に
おけるセクシュアルハラスメントに関し、他の事業
主から、事実関係の確認等の雇用管理上の措置
の実施に関し必要な協力を求められた場合には、
これに応ずるように努めなければならない。また、
同項の規定の趣旨に鑑みれば、事業主が、他の
事業主から雇用管理上の措置への協力を求めら
れたことを理由として、当該事業主に対し、当該事
業主との契約を解除する等の不利益な取扱いを
行うことは望ましくないものである。

6		 事業主が職場における性的な言動に起因する
問題に関し行うことが望ましい取組の内容
	 	 事業主は、職場におけるセクシュアルハラスメン
トを防止するため、4の措置に加え、次の取組を行
うことが望ましい。

（1）	職場におけるセクシュアルハラスメントは、パワー
ハラスメント（事業主が職場における優越的な関
係を背景とした言動に起因する問題に関して雇
用管理上講ずべき措置等についての指針（令和
2年厚生労働省告示第5号）に規定する「職場に
おけるパワーハラスメント」をいう。以下同じ。）、妊
娠、出産等に関するハラスメント（事業主が職場に
おける妊娠、出産等に関する言動に起因する問
題に関して雇用管理上講ずべき措置等について
の指針（平成28年厚生労働省告示第312号）に
規定する「職場における妊娠、出産等に関するハ
ラスメント」をいう。）、育児休業等に関するハラス
メント（子の養育又は家族の介護を行い、又は行

（不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に
その周知・啓発することについて措置を講じて
いると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、妊娠・出産等に関す
るハラスメントの相談等を理由として、当該労働
者が解雇等の不利益な取扱いをされない旨を
規定し、労働者に周知・啓発をすること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に、妊娠・出産等
に関するハラスメントの相談等を理由として、当
該労働者が解雇等の不利益な取扱いをされ
ない旨を記載し、労働者に配布等すること。

5		 事業主が職場における妊娠、出産等に関する
言動に起因する問題に関し行うことが望ましい取
組の内容
	 	 事業主は、職場における妊娠・出産等に関する
ハラスメントを防止するため、4の措置に加え、次の
取組を行うことが望ましい。

（1）	職場における妊娠、出産等に関するハラスメン
トは、育児休業等に関するハラスメント（子の養育
又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働
者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう
にするために事業主が講ずべき措置等に関する
指針（平成21年厚生労働省告示第509号）に規
定する「職場における育児休業等に関するハラス
メント」をいう。）、セクシュアルハラスメント（事業主
が職場における性的な言動に起因する問題に関
して雇用管理上講ずべき措置等についての指針
（平成18年厚生労働省告示第615号）に規定す
る「職場におけるセクシュアルハラスメント」をいう。
以下同じ。）、パワーハラスメント（事業主が職場に

（不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に
その周知・啓発することについて措置を講じて
いると認められる例）
①	 就業規則その他の職場における服務規律
等を定めた文書において、労働者が職場にお
ける育児休業等に関するハラスメントに関し相
談をしたこと、又は事実関係の確認に協力した
こと等を理由として、当該労働者が解雇等の
不利益な取扱いをされない旨を規定し、労働
者に周知・啓発をすること。
②	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に、育児休業等に
関するハラスメントの相談等を理由として、当該
労働者が解雇等の不利益な取扱いをされない
旨を記載し、労働者に配布等すること。

（四）	 事業主が職場における育児休業等に関する
言動に起因する問題に関し行うことが望ましい取
組の内容
	 	 事業主は、職場における育児休業等に関する
ハラスメントを防止するため、（3）の措置に加え、
次の取組を行うことが望ましいこと。

イ	 職場における育児休業等に関するハラスメント
は、妊娠、出産等に関するハラスメント（事業主が
職場における妊娠、出産等に関する言動に起因
する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等に
ついての指針（平成28年厚生労働省告示第312
号）に規定する「職場における妊娠、出産等に関
するハラスメント」をいう。）、セクシュアルハラスメント
（事業主が職場における性的な言動に起因する
問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につい
ての指針（平成18年厚生労働省告示第615号）
に規定する「職場におけるセクシュアルハラスメン
ト」をいう。以下同じ。）、パワーハラスメント（事業
主が職場における優越的な関係を背景とした言

再発防止策の検討に活用します。
・	システムで直接事案の概要等を入力させている。
・	従業員に、どういった事象・トラブルがあったか、レ
ポートを上げるように指示を出しており、起票され
たものを、担当者が確認している。
・	事件発生については事故報告書に記録する。
・	営業日誌で共有している
以上のように、各社の状況にあわせて、情報収
集、相談の方法を整えます。
▼取引先企業とのトラブルについて

ハラスメントは、顧客等と企業との間のみならず、
取引先企業との間でも発生する可能性があります。
そのため、取引先企業との間でハラスメント事案のト
ラブルが発生した場合、取引先と協力して事実関
係の確認等を進める必要があります。
取引先等から協力依頼を受けたら（自社従業員が

取引先等でハラスメント行為を行った場合）

自社の従業員が、取引先等でのハラスメント行為
を疑われ、事実確認等の必要な協力を求められた
場合は、これに応ずるように努めなければなりません。
また、取引先等から事実確認等への協力を求め

られたことを理由として、取引先等との契約を解除
する等の不利益な取扱いを行うことは望ましくありま
せん。取引先との良好な関係を維持するためにも
真摯な対応が求められます。
もし、自社の従業員によるハラスメント行為が認め
られた場合、懲戒処分の判断を行う必要があること
から、主体的に調査に関与することが重要です。実
際に、調査を実施する場合は、取引先と相談の上、
中立的な立場となり得る外部機関（弁護士等）に調
査を依頼する方法も考えられます。
取引先への注意事項

立場の弱い取引先等に無理な要求をしない、さ
せないといったことに加え、取引先企業の従業員に
対しても自社従業員と同様に言動に必要な注意を
払い、自社以外の従業員に対してもハラスメントを起
こさないといったメッセージを社内の従業員に周知
し、教育します。
【取引先と良好な関係を築くための好事例】
・	取引先はパートナー企業、取引先からの派遣従
業員はパートナー従業員と呼び、自社従業員と同
様に扱っている。
・	会社として、各取引先にアンケートを実施してい
る。回答企業は無記名とし、「自社の社員が暴言
をはいていませんか」等の設問を設け、問題のあ
る部署にはヒアリングを行うようにしている。
・	企業の行動指針として、「取引先との関係」の項
目を設け、自社従業員に他社従業員への接し方
の注意について周知している。
・	被害者だけでなく、加害者にならないよう、コンプラ
イアンスという観点で教育している。また、Eラーニ
ング等を通して商習慣の中で過度な要求がないよ
う、取引先への伝え方等について指導している。
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る労働者の職業生活と家庭生活との両立が図ら
れるようにするために事業主が講ずべき措置等
に関する指針（平成21年厚生労働省告示第509
号）に規定する「職場における育児休業等に関
するハラスメント」をいう。）その他のハラスメントと
複合的に生じることも想定されることから、事業主
は、例えば、セクシュアルハラスメント等の相談窓口
と一体的に、職場におけるパワーハラスメントの相
談窓口を設置し、一元的に相談に応じることので
きる体制を整備することが望ましい。
（一元的に相談に応じることのできる体制の例）
①	 相談窓口で受け付けることのできる相談と
して、職場におけるパワーハラスメントのみなら
ず、セクシュアルハラスメント等も明示すること。
②	 職場におけるパワーハラスメントの相談窓口
がセクシュアルハラスメント等の相談窓口を兼
ねること。

（2）	事業主は、職場におけるパワーハラスメントの
原因や背景となる要因を解消するため、次の取組
を行うことが望ましい。
	 	 なお、取組を行うに当たっては、労働者個人の
コミュニケーション能力の向上を図ることは、職場
におけるパワーハラスメントの行為者・被害者の双
方になることを防止する上で重要であることや、業
務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業
務指示や指導については、職場におけるパワーハ
ラスメントには該当せず、労働者が、こうした適正
な業務指示や指導を踏まえて真摯に業務を遂行
する意識を持つことも重要であることに留意するこ
とが必要である。
イ	 コミュニケーションの活性化や円滑化のために
研修等の必要な取組を行うこと。
（コミュニケーションの活性化や円滑化のために
必要な取組例）
①	 日常的なコミュニケーションを取るよう努める
ことや定期的に面談やミーティングを行うことに
より、風通しの良い職場環境や互いに助け合え
る労働者同士の信頼関係を築き、コミュニケー
ションの活性化を図ること。
②	 感情をコントロールする手法についての研
修、コミュニケーションスキルアップについての
研修、マネジメントや指導についての研修等の
実施や資料の配布等により、労働者が感情を
コントロールする能力やコミュニケーションを円
滑に進める能力等の向上を図ること。

ロ	 適正な業務目標の設定等の職場環境の改善
のための取組を行うこと。
（職場環境の改善のための取組例）
①	 適正な業務目標の設定や適正な業務体制
の整備、業務の効率化による過剰な長時間労
働の是正等を通じて、労働者に過度に肉体的・
精神的負荷を強いる職場環境や組織風土を

≪ポイント！取引先企業との接し方に関する留意点≫

業務の発注者、資材の購入者等、実質的に優位
な立場にある企業が、取引先企業に過大な要求を
課し、それに応えられない際には厳しく叱責する、取
引を停止することや、業務とは関係のない私的な雑
用の処理を強制的に行わせることは、独占禁止法
上の優越的地位の濫用や下請法上の不当な経済
上の利益の提供要請に該当し、刑事罰や行政処分
を受ける可能性があります。
ハラスメント以前に、取引先企業の利益を不当に
害するような行為は控えなくてはなりません。
取引先等へ協力依頼を行う （自社従業員が取引

先等からハラスメント被害を受けた場合）

同様に、自社の従業員が取引先等からハラスメン
トの被害を受けた場合に十分な対応を行っていな
いと、事業主は安全配慮義務違反として当該従業
員に対して損害賠償責任を負うおそれがあります。
自社従業員から相談を受けた際は、以下のような対
応が求められます。
①	 自社従業員から相談を受け、事情を確認する
②	 事実確認を行うため、取引先に協力を依頼す
る
③	 取引先と共同で、ハラスメント行為が疑われる
取引先従業員から事実確認を行う
また、日頃から取引先等との間で良好な関係を築

き、ハラスメントが発生しにくい環境を醸成すること
が求められます。
再発防止のための取引先への協力依頼

取引先等にて、行為者に対する措置が行われた
後は、同様の事案が発生しないよう、取引先等及び
自社にハラスメント防止のための周知を行う必要が
あります。
例えば、取引先にはハラスメントを行ってはならな

いこと、ハラスメントに該当する行為について、自社
従業員にメッセージの発信、研修等の教育にて周知
してもらうことが考えられます。また、自社内において
も、同様のトラブルが起こらないよう被害者のプライ
バシーに配慮した上で事案を共有し、悩みがある際
は、所属長の上司や相談窓口担当者に相談するよ
う促すことが望まれます。
職場における実態の把握

顧客や取引先等から迷惑行為を受けても、誰に
も相談できずに悩んでいる従業員がいることが想定
されます。そのため、日頃から職場の実態を把握す
るためのヒアリングやアンケート調査を実施し、職場
の状況を定期的に確認することが望ましいと考えら
れます。
ヒアリングについては、部下の様子を確認すること
にも繋がることから、現場対応者に最も近い管理職
による状況確認が効果的な方法として考えられま
す。アンケート調査については、その他ハラスメント
調査やストレスチェックを実施していれば、回答者の
負担を減らし、自然な流れで確認できることから、そ

おける優越的な関係を背景とした言動に起因す
る問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につ
いての指針（令和2年厚生労働省告示第5号）に
規定する「職場におけるパワーハラスメント」をい
う。）その他のハラスメントと複合的に生じることも
想定されることから、事業主は、例えば、セクシュア
ルハラスメント等の相談窓口と一体的に、職場に
おける妊娠、出産等に関するハラスメントの相談
窓口を設置し、一元的に相談に応じることのでき
る体制を整備することが望ましい。
（一元的に相談に応じることのできる体制の例）
①	 相談窓口で受け付けることのできる相談とし
て、職場における妊娠、出産等に関するハラス
メントのみならず、セクシュアルハラスメント等も
明示すること。
②	 職場における妊娠、出産等に関するハラスメ
ントの相談窓口がセクシュアルハラスメント等の
相談窓口を兼ねること。

（2）	事業主は、職場における妊娠、出産等に関する
ハラスメントの原因や背景となる要因を解消する
ため、妊娠等した労働者の側においても、制度等
の利用ができるという知識を持つことや、周囲と円
滑なコミュニケーションを図りながら自身の体調等
に応じて適切に業務を遂行していくという意識を
持つこと等を、妊娠等した労働者に周知・啓発す
ることが望ましい。

（妊娠等した労働者への周知・啓発の例）
①	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に、妊娠等した労
働者の側においても、制度等の利用ができる
という知識を持つことや、周囲と円滑なコミュニ
ケーションを図りながら自身の体調等に応じて
適切に業務を遂行していくという意識を持つこ
と等について記載し、妊娠等した労働者に配
布等すること。
②	 妊娠等した労働者の側においても、制度等
の利用ができるという知識を持つことや、周囲と
円滑なコミュニケーションを図りながら自身の体
調等に応じて適切に業務を遂行していくという
意識を持つこと等について、人事部門等から
妊娠等した労働者に周知・啓発すること。

動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき
措置等についての指針（令和2年厚生労働省告
示第5号）に規定する「職場におけるパワーハラス
メント」をいう。）その他のハラスメントと複合的に生
じることも想定されることから、事業主は、例えば、
セクシュアルハラスメント等の相談窓口と一体的
に、職場における育児休業等に関するハラスメン
トの相談窓口を設置し、一元的に相談に応じるこ
とのできる体制を整備することが望ましいこと。

（一元的に相談に応じることのできる体制の例）
①	 相談窓口で受け付けることのできる相談とし
て、職場における育児休業等に関するハラスメ
ントのみならず、セクシュアルハラスメント等も明
示すること。
②	 職場における育児休業等に関するハラスメ
ントの相談窓口がセクシュアルハラスメント等の
相談窓口を兼ねること。

ロ	 事業主は、職場における育児休業等に関する
ハラスメントの原因や背景となる要因を解消する
ため、労働者の側においても、制度等の利用がで
きるという知識を持つことや、周囲と円滑なコミュ
ニケーションを図りながら自身の制度の利用状況
等に応じて適切に業務を遂行していくという意識
を持つこと等を、制度等の利用の対象となる労働
者に周知・啓発することが望ましいこと（派遣労働
者にあっては、派遣元事業主に限る。）。
（制度等の利用の対象となる労働者への周知・啓
発の例）
①	 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広
報又は啓発のための資料等に、労働者の側に
おいても、制度等の利用ができるという知識を
持つことや、周囲と円滑なコミュニケーションを
図りながら自身の制度の利用状況等に応じて
適切に業務を遂行していくという意識を持つこ
と等について記載し、制度等の利用の対象と
なる労働者に配布等すること。
②	 労働者の側においても、制度等の利用がで
きるという知識を持つことや、周囲と円滑なコ
ミュニケーションを図りながら自身の制度の利
用状況等に応じて適切に業務を遂行していくと
いう意識を持つこと等について、人事部門等か
ら制度等の利用の対象となる労働者に周知・
啓発すること。

うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両
立が図られるようにするために事業主が講ずべき
措置等に関する指針（平成21年厚生労働省告
示第509号）に規定する「職場における育児休業
等に関するハラスメント」をいう。）その他のハラス
メントと複合的に生じることも想定されることから、
事業主は、例えば、パワーハラスメント等の相談窓
口と一体的に、職場におけるセクシュアルハラスメ
ントの相談窓口を設置し、一元的に相談に応じる
ことのできる体制を整備することが望ましい。
（一元的に相談に応じることのできる体制の例）
①	 相談窓口で受け付けることのできる相談とし
て、職場におけるセクシュアルハラスメントのみ
ならず、パワーハラスメント等も明示すること。
②	 職場におけるセクシュアルハラスメントの相談
窓口がパワーハラスメント等の相談窓口を兼ね
ること。
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れらに併せて実施することが一つの方法として考え
られます。
ヒアリングやアンケート調査で問題が確認されれ
ば、相談対応者や相談窓口が中心に協議を行い、
その後の対応策について検討します。
また、本取組は、カスタマーハラスメントに繋がる
予兆を把握し、未然防止に繋げるという重要な役割
を果たします。例えば、過去にハラスメントまでには
至らなかったが、当該顧客が複数回のクレームを申
し出ていたといったものや、混雑や騒音が激しい等
の顧客が不満足になる兆しがあった等の状況を把
握し、ハラスメントが発生する前に対処することが重
要と考えられます。
（コラム ： 顧客等の理解を得るために／意識を変

えるために）

企業がカスタマーハラスメントの取組を積極的に
進めたとしても、顧客側のハラスメントに対する理解
や意識が深まらなければ、その予防の効果には限
界があると考えられます。
そのため、企業によっては、「ハラスメントは絶対
許しません」という旨のポスターをあえて顧客等から
見える場所に掲示する、また顧客等の暴力によるリ
スクを回避するためのポスターを作成し啓発する取
組もあります。さらに、顧客等にサービスに対する理
解を深めてもらうため、仕事の実態をオープンにする
外部活動を行うなど、様 な々努力がなされています。
顧客等からの著しい迷惑行為の防止対策の推進
に係る関係省庁連携会議においても、悪質なクレー
ム防止の周知を目的としてポスター作りを行う等の
取組を行っています。なお、顧客側の意見は商品や
サービスの改善につながることもあり、意見自体を抑
制してしまうことのないよう、留意が必要です。
こういった取組を踏まえ、顧客側も、商品やサービ
スの提供者側の理解を深め、『お客様は神様』とい
う意識を変えていく必要があります。
【※次頁以降に続く】

改善すること。
（3）	事業主は、4の措置を講じる際に、必要に応じて、
労働者や労働組合等の参画を得つつ、アンケート
調査や意見交換等を実施するなどにより、その運
用状況の的確な把握や必要な見直しの検討等に
努めることが重要である。なお、労働者や労働組
合等の参画を得る方法として、例えば、労働安全
衛生法（昭和47年法律第57号）第18条第1項に規
定する衛生委員会の活用なども考えられる。

6		 事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対
する言動に関し行うことが望ましい取組の内容
	 	 3の事業主及び労働者の責務の趣旨に鑑みれ
ば、事業主は、当該事業主が雇用する労働者が、
他の労働者（他の事業主が雇用する労働者及
び求職者を含む。）のみならず、個人事業主、イン
ターンシップを行っている者等の労働者以外の者
に対する言動についても必要な注意を払うよう配
慮するとともに、事業主（その者が法人である場合
にあっては、その役員）自らと労働者も、労働者以
外の者に対する言動について必要な注意を払う
よう努めることが望ましい。
	 	 こうした責務の趣旨も踏まえ、事業主は、4（1）イ
の職場におけるパワーハラスメントを行ってはなら
ない旨の方針の明確化等を行う際に、当該事業
主が雇用する労働者以外の者（他の事業主が
雇用する労働者、就職活動中の学生等の求職
者及び労働者以外の者）に対する言動について
も、同様の方針を併せて示すことが望ましい。
	 	 また、これらの者から職場におけるパワーハラ
スメントに類すると考えられる相談があった場合
には、その内容を踏まえて、4の措置も参考にしつ
つ、必要に応じて適切な対応を行うように努めるこ
とが望ましい。

【※最左欄以降へ続く】

【パワハラ指針】
7		 事業主が他の事業主の雇用する労働者等か
らのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷
惑行為に関し行うことが望ましい取組の内容
	 	 事業主は、取引先等の他の事業主が雇用する
労働者又は他の事業主（その者が法人である場
合にあっては、その役員）からのパワーハラスメン
トや顧客等からの著しい迷惑行為（暴行、脅迫、
ひどい暴言、著しく不当な要求等）により、その雇
用する労働者が就業環境を害されることのないよ
う、雇用管理上の配慮として、例えば、.及び.の取
組を行うことが望ましい。また、.のような取組を行う
ことも、その雇用する労働者が被害を受けること
を防止する上で有効と考えられる。

（1）	相談に応じ、適切に対応するために必要な体

制の整備
	 	 事業主は、他の事業主が雇用する労働者等か
らのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷
惑行為に関する労働者からの相談に対し、その
内容や状況に応じ適切かつ柔軟に対応するため
に必要な体制の整備として、4（2）イ及びロの例も
参考にしつつ、次の取組を行うことが望ましい。
	 	 また、併せて、労働者が当該相談をしたことを
理由として、解雇その他不利益な取扱いを行って
はならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること
が望ましい。
イ	 相談先（上司、職場内の担当者等）をあらかじ
め定め、これを労働者に周知すること。
ロ	 イの相談を受けた者が、相談に対し、その内容

や状況に応じ適切に対応できるようにすること。
（2）	被害者への配慮のための取組
	 	 事業主は、相談者から事実関係を確認し、他の
事業主が雇用する労働者等からのパワーハラス
メントや顧客等からの著しい迷惑行為が認められ
た場合には、速やかに被害者に対する配慮のた
めの取組を行うことが望ましい。
（被害者への配慮のための取組例）
	 事案の内容や状況に応じ、被害者のメンタル
ヘルス不調への相談対応、著しい迷惑行為を
行った者に対する対応が必要な場合に一人で
対応させない等の取組を行うこと。

（3）	他の事業主が雇用する労働者等からのパワー
ハラスメントや顧客等からの著しい迷惑行為によ

る被害を防止するための取組
	 	 （1）及び（2）の取組のほか、他の事業主が雇
用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客
等からの著しい迷惑行為からその雇用する労働
者が被害を受けることを防止する上では、事業主
が、こうした行為への対応に関するマニュアルの
作成や研修の実施等の取組を行うことも有効と考
えられる。
	 	 また、業種・業態等によりその被害の実態や必
要な対応も異なると考えられることから、業種・業
態等における被害の実態や業務の特性等を踏ま
えて、それぞれの状況に応じた必要な取組を進め
ることも、被害の防止に当たっては効果的と考えら
れる。

（2）	事業主は、4の措置を講じる際に、必要に応じ
て、労働者や労働組合等の参画を得つつ、アン
ケート調査や意見交換等を実施するなどにより、
その運用状況の的確な把握や必要な見直しの
検討等に努めることが重要である。なお、労働者
や労働組合等の参画を得る方法として、例えば、
労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第18条
第1項に規定する衛生委員会の活用なども考えら
れる。

7		 事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対
する言動に関し行うことが望ましい取組の内容
	 	 3の事業主及び労働者の責務の趣旨に鑑みれ
ば、事業主は、当該事業主が雇用する労働者が、
他の労働者（他の事業主が雇用する労働者及
び求職者を含む。）のみならず、個人事業主、イン
ターンシップを行っている者等の労働者以外の者
に対する言動についても必要な注意を払うよう配
慮するとともに、事業主（その者が法人である場合
にあっては、その役員）自らと労働者も、労働者以
外の者に対する言動について必要な注意を払う
よう努めることが望ましい。
	 	 こうした責務の趣旨も踏まえ、事業主は、4（1）イ
の職場におけるセクシュアルハラスメントを行って
はならない旨の方針の明確化等を行う際に、当該
事業主が雇用する労働者以外の者（他の事業
主が雇用する労働者、就職活動中の学生等の求
職者及び労働者以外の者）に対する言動につい
ても、同様の方針を併せて示すことが望ましい。ま
た、これらの者から職場におけるセクシュアルハラ
スメントに類すると考えられる相談があった場合
には、その内容を踏まえて、4の措置も参考にしつ
つ、必要に応じて適切な対応を行うように努めるこ
とが望ましい。

ハ	 事業主は、（3）の措置を講じる際に、必要に応
じて、労働者や労働組合等の参画を得つつ、アン
ケート調査や意見交換等を実施するなどにより、
その運用状況の的確な把握や必要な見直しの
検討等に努めることが重要であること。なお、労
働者や労働組合等の参画を得る方法として、例
えば、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
第18条第1項に規定する衛生委員会の活用など
も考えられる。

（3）	事業主は、4の措置を講じる際に、必要に応じ
て、労働者や労働組合等の参画を得つつ、アン
ケート調査や意見交換等を実施するなどにより、
その運用状況の的確な把握や必要な見直しの
検討等に努めることが重要である。なお、労働者
や労働組合等の参画を得る方法として、例えば、
労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第18条
第1項に規定する衛生委員会の活用なども考えら
れる。

6		 事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対
する言動に関し行うことが望ましい取組の内容
	 	 3の事業主及び労働者の責務の趣旨に鑑みれ
ば、事業主は、当該事業主が雇用する労働者が、
他の労働者（他の事業主が雇用する労働者及
び求職者を含む。）のみならず、個人事業主、イン
ターンシップを行っている者等の労働者以外の者
に対する言動についても必要な注意を払うよう配
慮するとともに、事業主（その者が法人である場合
にあっては、その役員）自らと労働者も、労働者以
外の者に対する言動について必要な注意を払う
よう努めることが望ましい。
	 	 こうした責務の趣旨も踏まえ、事業主は、4（1）
イの職場における妊娠、出産等に関するハラスメ
ントを行ってはならない旨の方針の明確化等を行
う際に、当該事業主が雇用する労働者以外の者
（他の事業主が雇用する労働者、就職活動中
の学生等の求職者及び労働者以外の者）に対
する言動についても、同様の方針を併せて示すこ
とが望ましい。また、これらの者から職場における
妊娠、出産等に関するハラスメントに類すると考え
られる相談があった場合には、その内容を踏まえ
て、4の措置も参考にしつつ、必要に応じて適切な
対応を行うように努めることが望ましい。
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【カスハラ】
○カスタマーハラスメント対策企業マニュアル（案）
	 （令和4年2月1日第4回顧客等からの著しい迷惑
行為の防止対策の推進に係る関係省庁連携会
議）

1.　カスタマーハラスメントの発生状況
厚生労働省では、職場のハラスメントに関する実
態調査として、令和2年10月に全国の企業・団体に
対する調査（以下「企業調査」）、全国の企業・団体
に勤務する男女労働者に対する調査（以下「労働
者調査」）を実施しました（企業調査、従業員調査
の実施概要は下記参照）。
本調査では、職場におけるパワーハラスメント（以
下「パワハラ」）やセクシュアルハラスメント（以下「セ
クハラ」）のほか、カスタマーハラスメントの発生実態
についても確認しており、その結果は図〇のとおりで
す。なお、本調査では顧客や取引先からの暴力や
悪質なクレーム等の著しい迷惑行為のことを「顧客
等からの著しい迷惑行為」としており、本項ではこれ
をカスタマーハラスメントとして捉えます。
■企業調査実施概要【省略】
■労働者調査（一般サンプル）実施概要【省略】
企業におけるカスタマーハラスメントの相談件数

は、パワハラ、セクハラに続いて多く、近年増加して
いる可能性がある。
企業調査で、パワハラ、セクハラ等について、過
去3年間に相談があったと回答した企業の割合を
みると、パワハラ（48.2％）、セクハラ（29.8％）に続い
て、カスタマーハラスメント（顧客等からの著しい迷
惑行為）（19.5％）が高く、過去3年間の相談件数の
推移では、カスタマーハラスメント（顧客等からの著
しい迷惑行為）のみ「件数が増加している」の割合
（3.8％）の方が「減少している」（2.2％）より高いとい
う結果が出ています。
【図：過去3年間のハラスメント相談件数の傾向

（ハラスメントの種類別）－省略】
また、過去3年間に各ハラスメントの相談があった
企業のうち、カスタマーハラスメント（顧客等からの著
しい迷惑行為）に該当する事案があったとする企
業の割合が92.7％と最も高く、過去3年間の該当件
数の推移については、相談件数と同様、「件数が増
加している」の割合（19.4％）の方が「減少している」
（12.1％）より高いという結果が出ています。
【図：過去3年間のハラスメント該当件数の傾向

（ハラスメントの種類別）－省略】
労働者調査では、全国の企業・団体に勤務する
20～64歳の男女労働者のうち、過去3年間に勤務
先でカスタマーハラスメント（顧客等からの著しい迷
惑行為）を一度以上経験した者の割合は、15.0％
であり、パワハラ（31.3％）よりは回答割合が低いもの
の、セクハラ（10.2％）よりも回答割合が高いという結
果が出ています。

受けた行為の内容としては「長時間の拘束や同
じ内容を繰り返すクレーム（過度なもの）」（52.0％）
の回答が最も多く、「名誉棄損・侮辱・ひどい暴言」
（46.9％）がそれに続いています。
【図：過去3年間にハラスメントを受けた経験－省
略】

2.2　企業が悩む顧客等からの行為
本マニュアルを作成するにあたり、小売業、運輸業、
飲食サービス業、宿泊業等、顧客と接することの
多い業種に属する企業12社にヒアリングを行いま
した。なお、ヒアリングにご協力いただいた企業に
関しては、●頁をご参照ください。
各企業へのヒアリングを通して、実際に企業が受け
たカスタマーハラスメントに類する行為として、以
下のような行為が確認されました。

（時間拘束）
・	一時間を超える長時間の拘束、居座り
・	長時間の電話・時間の拘束、業務に支障を及ぼ
す行為

（リピート型）
・	頻繁に来店し、その度にクレームを行う
・	度重なる電話・複数部署にまたがる複数回のク
レーム

（暴言）
・	大声、暴言で執拗にオペレーターを責める・店内
で大きな声をあげて秩序を乱す
・	大声での恫喝、罵声、暴言の繰り返し
（対応者の揚げ足とり）
・	電話対応での揚げ足取り
・	自らの要求を繰り返し、通らない場合は言葉尻を
捉える
・	同じ質問を繰り返し、対応のミスが出たところを責
める
・	一方的にこちらの落ち度に対してのクレーム
・	当初の話からのすり替え、揚げ足取り、執拗な攻
め立て

（脅迫）
・	脅迫的な言動、反社会的な言動
・	物を壊す、殺すといった発言による脅し
・	SNSやマスコミへの暴露をほのめかした脅し
（権威型）
優位な立場にいることを利用した暴言、特別扱い

の要求
（SNSへの投稿）
・	インターネット上の投稿（従業員の氏名公開）
・	会社・社員の信用を棄損させる行為
（正当な理由のない過度な要求）
・	言いがかりによる金銭要求
・	私物（スマートフォン、PC等）の故障についての金
銭要求・遅延したことによる運賃の値下げ要求
・	難癖をつけたキャンセル料の未払い、代金の返
金要求

・	備品を過度に要求する（歯ブラシ10本要望する
等）
・	入手困難な商品の過剰要求
・	制度上対応できないことへの要求
・	運行ルートへのクレーム、それに伴う遅延への苦
情
・	契約内容を超えた過剰な要求
（コロナ禍に関連するもの）
・	マスク着用、消毒、窓開けに関する強い要望
・	マスクをしていない人への過度な注意の要望
・	顧客のマスクの着用拒否
（セクハラ）
・	特定の従業員へのつきまとい
・	従業員へのわいせつ行為や盗撮
（その他）
・	事務所（敷地内）への不法侵入
・	正当な理由のない業務スペースへの立ち入り
正当な理由がなく過度に要求する事案や対応
者の揚げ足を取って困らせる事案が多く見られまし
た。また、コロナ禍でのマスク着用、消毒、窓開けに
関する強い要望に関連するトラブル事案も見られて
います。なお、直接的な暴力行為は多くはありませ
んでしたが、一部で不法侵入や脅迫、わいせつ等
刑法犯の可能性のある行為も見受けられます。

（参考：カスタマーハラスメントが抵触する法律）
カスタマーハラスメントに係る犯罪、違法行為がど
のような法律に抵触するのか、関連する条文として、
以下のようなものがあります。
【傷害罪】刑法204条：人の身体を傷害した者は、15
年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

【暴行罪】刑法208条：暴行を加えたものが人を傷害
するに至らなかったときは、2年以下の懲役若しく
は30万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処
する。

【脅迫罪】刑法222条：生命、身体、自由、名誉又は
財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した
者は、2年以下の懲役又は30万円以下の罰金に
処する。

【恐喝罪】刑法249条1項：人を恐喝して財物を交付
させた者は、10年以下の懲役に処する。
刑法249条2項：前項の方法により、財産上不法の
利益を得、又は他人にこれを得させた者も、同項
と同様にする。

【未遂罪】刑法250条：この章の未遂は、罰する。
【強要罪】刑法223条：生命、身体、自由、名誉若しく
は財産に対し害を加える旨を告知して脅迫し、又
は暴行を用いて、人に義務のないことを行わせ、
又は権利の行使を妨害した者は、3年以下の懲
役に処する。

【名誉毀損罪】刑法230条：公然と事実を摘示し、人
の名誉を毀損した者は、その事実の有無にかか
わらず、3年以下の懲役若しくは禁固又は50万円

以下の罰金に処する。
【侮辱罪】刑法231条：事実を摘示しなくても、公然と
人を侮辱した者は、拘留又は過料に処する。

【信用毀損及び業務妨害】刑法233条：虚偽の風
説を流布し、又は偽計を用いて、人の信用を毀損
し、又はその業務を妨害した者は、3年以下の懲
役または50万円以下の罰金に処する。

【威力業務妨害罪】刑法234条：威力を用いて人の
業務を妨害した者も、前条の例による。

【不退去罪】刑法130条：正当な理由がないのに、人
の住居若しくは人の看守する邸宅、建造物若しく
は艦船に侵入し、又は要求を受けたにもかかわら
ずこれらの場所から退去しなかった者は、3年以
下の懲役又は10万円以下の罰金に処する。
その他、軽犯罪法においても、日常生活の道徳規範
に反する軽微なものが処罰の対象とされており、
カスタマーハラスメントに類する行為が様々な法
律・規制に抵触する可能性があります。

4.4　対応方法、手順の策定
（1）現場での初期対応の方法、手順
カスタマーハラスメントを受けた際に慌てず適切
な対応が取れるように、対応方法等を決めておくと
良いでしょう。
以下は、職場においてカスタマーハラスメントを受

けた場合の顧客/取引先への対応例です。
業種や業態、企業文化、顧客等との関係などに

よって各社で対応方針が異なると思われますが、各
社の業務内容、業務形態、対応体制・方針等の状
況にあわせて、あらかじめ対応方法例を準備してお
くことが重要です。
顧客等の行為には様 な々パターンがあり、それぞ

れの状況に応じた柔軟な対応を想定しておくことが
望まれます。状況によっては迅速な対応が求められ
るケースもあることから、あらかじめ様々な想定をし
ておくとスムーズに対応することが可能です。
また、顧客等への対応は、基本的には複数名で
対応し、対応者を一人にさせない、行為が深刻な場
合は一次対応者に代わって現場監督者が対応す
る等、従業員の安全にも配慮する必要があります。
ただし、小規模な店舗等や営業時間帯によって
引き継ぐ管理者がその場にいないような場合も想定
されます。その際は、現場従業員のみでも適切な対
応ができるよう基本的な対応方法を一般従業員に
周知しておくことが必要です。顧客対応が不適切
な場合、顧客の態度がエスカレートすることが想定
され、どの従業員にも基本的な対応ができるよう教
育しておくとよいでしょう。

【ハラスメント行為別：顧客等への対応例】

1.	 時間拘束型
・	長時間にわたり、顧客等が従業員を拘束する。
居座りをする、長時間、電話を続ける。

（対応例）対応できない理由を説明し、応じられな
いことを明確に告げる等の対応を行った後、膠着
状態に至ってから一定時間を超える場合、お引き
取りを願う、または電話を切る。複数回電話がか
かってくる場合には、あらかじめ対応できる時間を
伝えて、それ以上に長い対応はしない。現場対
応においては、顧客等が帰らない場合には、毅然
とした態度で退去を求める。状況に応じて、弁護
士への相談や警察への通報等を検討する。
2.	 リピート型
・	理不尽な要望について、繰り返し電話で問い合
わせをする、または面会を求めてくる。

（対応例）連絡先を取得し、繰り返し不合理な問い
合わせがくれば注意し、次回は対応できない旨を
伝える。それでも繰り返し連絡が来る場合、リスト
化して通話内容を記録し、窓口を一本化して、今
後同様の問い合わせを止めることを伝えて毅然と
対応する。状況に応じて、弁護士や警察への相
談等を検討する。
3.	 暴言型
・	大きな怒鳴り声をあげる、「馬鹿」といった侮辱的
発言、人格の否定や名誉を棄損する発言をする。
（対応例）大声を張り上げる行為は、周囲の迷惑
となるため、やめるように求める。侮辱的発言や
名誉棄損、人格を否定する発言に関しては、後で
事実確認ができるよう録音し、程度がひどい場合
には退去を求める。
4.	 暴力型
・	殴る、蹴る、たたく、物を投げつける、わざとぶつ
かってくる等の行為を行う。

（対応例）行為者から危害が加えられないよう一定
の距離を保つ等、対応者の安全確保を優先す
る。また、警備員等と連携を取りながら、複数名で
対応し、直ちに警察に通報する。
5.	 威嚇・脅迫型
・	「殺されたいのか」といった脅迫的な発言をす
る、反社会的勢力との繋がりをほのめかす、異常
に接近する等といった、従業員を怖がらせるよう
な行為をとる。または、「対応しなければ株主総会
で糾弾する」、「SNSにあげる、口コミで悪く評価
する」等とブランドイメージを下げるような脅しをか
ける。（対応例）複数名で対応し、警備員等と連
携を取りながら対応者の安全確保を優先する。ま
た、状況に応じて、弁護士への相談や警察への
通報等を検討する。ブランドイメージを下げるよう
な脅しをかける発言を受けた場合にも毅然と対応
し、退去を求める。
6.	 権威型
・	正当な理由なく、権威を振りかざし要求を通そうと
する、お断りをしても執拗に特別扱いを要求する。
または、文書等での謝罪や土下座を強要する。

（対応例）不用意な発言はせず、対応を上位者と
交代する。要求には応じない。
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7.	 店舗外拘束型
・	クレームの詳細が分からない状態で、職場外であ
る顧客等の自宅や特定の喫茶店などに呼びつけ
る。

（対応例）基本的には単独での対応は行わず、ク
レームの詳細を確認した上で、対応を検討する。
対応の検討のために、事前に返金等に対する一
定の金額基準、時間、距離、購入からの期間な
どの制限などについて基準を設けておく。店外
で対応する場合は、公共性の高い場所を指定
する。納得されず従業員を返さないという事態に
なった場合には、弁護士への相談や警察への通
報等を検討する。
8.	 SNS/インターネット上での誹謗中傷型
・	インターネット上に名誉を毀損する、またはプライ
バシーを侵害する情報を掲載する。

（対応例）掲示板やSNSでの被害については、掲
載先のホームページ等の運営者（管理人）に削
除を求める。投稿者に対して損害賠償等を請求
したい場合は、必要に応じて弁護士に相談しつ
つ、発信者情報の開示を請求する。名誉毀損等
について、投稿者の処罰を望む場合には弁護士
や警察への相談等を検討する。解決策や削除
の求め方が分からない場合には、法務局や違法・
有害情報相談センター、「誹謗中傷ホットライン」
（セーファーインターネット協会）に相談する。
9.	 セクシュアルハラスメント型
・	従業員の身体に触る、待ち伏せする、つきまとう等
の性的な行動、食事やデートに執拗に誘う、性的
な冗談といった性的な内容の発言を行う。（対応
例）性的な言動に対しては、録音・録画による証拠
を残し、被害者及び加害者に事実確認を行い、
加害者には警告を行う。執拗なつきまとい、待ち
伏せに対しては、施設への出入り禁止を伝え、そ
れでも繰り返す場合には、弁護士への相談や警
察への通報等を検討する。

（参考） 企業における初期対応の失敗事例と再発

防止策の検討

取組を進める企業においても、以下のように対応
に苦労した事例を経験しています。
・	シフト勤務で動いていたため、初期対応をした班
では毅然として対応できたが、別の班では引継ぎ
がうまくいかず、適切に対応できなかった。
・	話し合いをしてもいつまでも納得してもらえず、ク
レームのメールや電話が延 と々続くケースがある。
・	毅然とした対応をとりたかったが、過去に要求を
受け入れてしまった事案があり、思うように処理が
できなかった。
・	一度解決したと思われた事案を掘り返され、振り
だしに戻ったことがある。等
重要なことは、過去の失敗事例を踏まえて、同様

のトラブルが起こらないよう対応策を講じることで

す。例えば、
・	シフト勤務においてトラブル案件が上手く引き継ぎ
が出来なかった場合は、どのような点が上手く引
き継ぎができず、スムーズな対応ができなかったの
かを分析して次回は引き継ぎ項目として盛り込む
といったことや、
・	十分な説明をしているにも関わらず問い合わせ
が長引く場合はあらかじめどの程度（時間や頻
度等）まで対応するか決めておく等の対応
が考えられます。
もちろん、一筋縄ではいかない様 な々トラブルも想
定され、再発させないこと自体が難しい場合があり
ますが、過去に経験している事案であれば、少なく
とも対応者の負担を軽減させられる方法は検討で
きる可能性があります。過去に起こった事案を記録
に残し、対応案を蓄積させれば企業の財産ともなり
得ます。
その他、一般的な現場での初期対応のポイントに
ついては、付録◇取組に関するポイント（●頁）をご
参照ください。
≪ポイント！現場でのクレーム初期対応 （カスタ

マーハラスメントに発展させないために）≫

現場対応者による初期対応においては、まずは
誠意ある対応をしつつ、状況を正確に把握し、事実
確認をする必要があります。ただし、顧客から暴力
行為やセクハラ行為を受けた場合は、すぐに現場
監督者に相談する等事案を引き継ぎ、一人で対応
しないようにすることが重要です。
現場対応、電話でのクレーム対応のどちらにおい

ても、以下の事項に留意しつつ、まずは顧客の主張
を傾聴することが求められます。現場対応の場合
は、不要なトラブルを避けるため、初期対応の時点
で、複数名で対応することもよいでしょう。
1.	 対象となる事実、事象を明確かつ限定的に謝
罪する
対象を明確にした上で限定的に謝罪します。
例えば、「この度は不快な思いをさせてしまい、誠

に申し訳ありません」といったように不快感を抱かせ
たことに謝り、正確に状況が把握できていない段階
では、企業として非を認めたような発言をすることは
望ましくありません。非を認めて謝罪するのは、事実
確認をして社内で判断したときです。その際も、過
失の程度に応じた謝罪をすることが望ましいです。
2.	 状況を正確に把握する
まずは、今後顧客と連絡が取れるように、顧客の
名前・住所・連絡先等の情報を得ます。
次に、顧客が主張する内容を正確に把握するこ

とが求められます。顧客から話を聞く際には、途中
で発言を遮ることや反論はせず、まずは一通り事情
を確認しましょう。相手の話をじっくり聞くことで、顧客
を落ち着かせることにも繋がります。
一通り事情を確認した後、顧客が話す内容に不
明確なものがあれば確認し、不足する情報があれ

ば追加で意見をもらい、顧客の勘違いがあれば正し
い情報を提供します。また、話を聞く際には、常に冷
静に穏やかに対応しましょう。
3.	 現場監督者（一次相談対応者）または相談窓
口に情報共有する。
顧客から確認した情報は、現場監督者または相
談窓口対応者に共有します。
相談タイ覆う者が正確かつ迅速に状況を把握す

るため、現場対応者は顧客の要望のみならず、でき
るだけ事実関係を時系列で整理して報告すること
が望まれます。
（カスタマーハラスメントが疑われる場合の対応）
録音・録画・対応記録・時間の計測など検証可能

な証拠を収集します。
クレームの諸気合王は、対応者が現場対応者
か、電話受付対応者かによっても、その対応の内容
が異なります。また、顧客の求めに応じて訪問する
ケースも想定され、現場での対応時、電話での対応
時、顧客訪問での対応時と各シーンにあわせて留
意するポイントをまとめておくとよいでしょう。
留意するポイントとしては、以下のことが考えられ

ます。
＜現場での対応＞
・	店頭で対応せず、応接室等の個室に招いて２人
以上で対応する（時間・人・場所を変えて対応）。
・	相手が感情的になっていても、丁寧な話し方で冷
静に対応し、よく話を聞く。また、言葉遣いに注意
し、専門用語などは使わないようにする。
・	質問を交えながら、詳細に情報を確認し、メモを
取って要点を確認する。
・	必要があれば相手の了解を得て録音する。
・	極力議論は避け、問題を解決しようとする前向き
の姿勢を感じさせる。
・	その場しのぎの回答はせず、対応出来ないことは
はっきり断る。
・	相手を落ち着かせたい場合は、後で確認して回
答するなど冷却期間を設ける。
＜電話での対応＞
・	苦情を専門に受け付けるため、専用電話を設置
して録音が出来るようにしておく。
・	基本的には、第一受信者が責任を持ち、問い合
わせ案件のたらい回しをしない。
・	丁寧な言葉使いで、相手がゆっくりと理解できるよ
うに説明する。
・	顧客の発言内容と齟齬が出ないよう、メモを取り
ながら話を聞き、復唱して確認する。
・	対応出来ることと出来ないことをはっきりさせ、相
手に過大な期待を抱かせない。
・	即時回答できない内容については、事実を確認し
てから追って返事をする。
・	途中で電話を中断するときは、社内での相談内
容が漏れないように必ず電話の保留機能を利用
する。

＜顧客訪問による対応＞
・	冷静になりにくい時間帯（夜間や早朝）の訪問は
避ける。
・	喫茶店など周囲から聞かれる場所や決められた
場所以外には行かない。
・	あらかじめ訪問先や問題点について情報を集
め、問い合わせ内容への対応方針を決めておく。
・	まずは、相手の言い分を聞くだけにする。
・	できるだけ二人で行く（一人では対応させない。
一方、多人数での訪問も控える。）。
・	現場での些細な言葉や態度で、相手の不信感を
招くことやその後の対応をこじらせないよう、原因
がはっきりしない時点では安易な推定で説明をし
ない。

【企業における初期対応の事例】

・	夜間・早朝には行かない、喫茶店や別の場所に
は行かない
・	店舗であれば録画のできるところで対応、窓口で
あれば録音できるようにする
・	個室でゆっくり話を聞く、ロビーラウンジでお茶を飲
みながら話を聞くなど、顧客を落ち着かせる。

（2）内部手続（報告・相談、指示・助言）の方法、手
順

（本社・本部との連携が必要な場合）
顧客対応の状況によっては、顧客等からの犯罪
行為等により、法的な手続や、警察や弁護士等との
連携が必要な場合等、現場対応だけでは、解決で
きないケースがあります。その場合、本社・本部と連
携して対応にあたる必要があることから、あらかじめ
本部・本社への報告が必要な事項・報告する場合
の手続を事前に決めておきます。
以下は、本社・本部への一般的な報告の流れで

す。顧客対応を行った従業員から、相談を受けた現
場監督者、または相談窓口から状況に応じて本社・
本部へ情報共有を行い、指示を仰ぐ形となります。
カスタマーハラスメント対応とクレーム対応とで切

り離して体制を整える必要はなく、クレーム対応の延
長として、相談手続を扱うようにしておくとよいと考え
られます。
【本社・本部まで報告・相談する際の判断基準例】
・	顧客等とのやり取りにおいて訴訟手続きが必要と
なる
・	警察、地方自治体等、社外の組織と連携が必要
となる等
【本社・本部まで報告・相談する際の相談先例】
	 	 顧客等から損害賠償請求があったときは法
務部門に相談するとともに、相手の行為が刑法犯
（強要罪等）に該当する可能性があるときは、法
務部門、人事総務部門とともに、警察や弁護士等
に相談、連絡、通報等する等、各社の組織体制に
あわせてエスカレーション体制を整えます。

【本社・本部まで報告・相談する際に共有すべき内

容例】
本社・本部へ対応を引き継ぐ際には、以下の情報

を共有します。
対応状況確認事項（例）
－対応日時、場所
－対応従業員
－要望の内容
－要望者の情報
－管理者の指示
－対応結果等
顧客情報や要望と併せて、これまで対応者がい

つ、どこでどのように対応したか、その結果について
時系列で整理しておくと、その後引き継いだ担当者
がスムーズに対応しやすくなります。
顧客情報や要望と併せて、これまで対応者がい

つ、どこでどのように対応したか、その結果について
時系列で整理しておくと、その後引き継いだ担当者
がスムーズに対応しやすくなります。

4.5　社内対応ルールについての従業員等への教
育・研修
顧客等からの迷惑行為、悪質なクレームに対応で

きるように、日頃から研修等を通して従業員への教
育を行います。
研修等については、可能な限り全員が受講し、か

つ定期的に実施することが重要です。中途入社の
従業員や顧客対応を行うアルバイト等にも入社時に
研修や説明を行うなど、漏れなく全員が受講できるよ
うにしましょう。
教育する内容としては、前述の経営層のメッセー

ジを含めることや、あらかじめ定めた対応方法や手
順、顧客等への接し方のポイントといった接客実務
に関する内容を盛り込むことが求められます。その
一例として、次のようなものが考えられます。
－悪質なクレーム（カスタマーハラスメント）とは（定義
や該当行為例、正当なクレームとの相違）

－カスタマーハラスメントの判断例（判断基準やその
事例）

－パターン別の対応方法－苦情対応の基本的な流
れ－顧客等への接し方のポイント（謝罪、話の聞き
方、事実確認の注意点等）－記録の作成方法

－各事例における顧客対応での注意点
－ケーススタディ
過去に職場で発生した事案、経験等を踏まえた
事例やケーススタディを設けると、より各企業、組織に
とって効果的な内容になると考えられます。
また、階層別に経営層や相談対応者（上司、現
場監督者）への教育・研修を行うことも重要です。特
に経営層に対しては、カスタマーハラスメントの事業
への影響や優先順位を判断した上での対応が求
められることを外部講師による研修等を通じて意識
改革を図るなど、積極的に取組を促すことが有効と
考えられます。
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5.　企業の取組のきっかけ、メリット、運用について
5.1　各企業の取組のきっかけ
企業が取組を進めたきっかけとして、「従業員の
負担を軽減させるといった職場環境を改善させるた
め」といった従業員の職場環境改善を目的としたも
のや、「顧客を第一に考え、サービスの更なる改善の
ため」といったサービス改善の延長で取組がなされ
ていることが、多くの企業で確認できました。
一方で、「カスタマーハラスメントの認知度が向上

したため」といった、昨今カスタマーハラスメント防止
対策の認知が進んだことによる影響と考えられるも
のも見られました。
その他、前述のとおり（●頁参照）、「経営層の働

きかけ」で急に取組が進んだといったものもあり、トッ
プメッセージ等によって取組を進めることは有効な
手段として考えられます。
（従業員の負担軽減、職場環境の改善）
・	従業員への対応負担、精神的負担の軽減のた
め
・	従業員の精神疾患の未然防止のため
・	従業員の離職防止のため
・	従業員が顧客対応に苦慮しており、無理難題ま
で対応する必要はないのではという声が出たた
め
・	職場環境を改善し、雇用を維持すると経験豊富
な従業員が増えると考えたため

（経営層からの働きかけ）
・	トップメッセージの効果が大きい。販売員が現場
で苦労していることをトップが把握し、トップが直接
対応を指示したため

（顧客第一、サービスの改善）
・	顧客第一で真摯に向かいあうため
・	会社のサービス改善のため
（カスタマーハラスメントの認知度の向上により）
・	各種ハラスメントの認知度が上がり、カスタマーハ
ラスメントについても注目を集めるようになったた
め
・	SNSの進化により、クレームに対して様 な々視点の
批評がネット空間等に公開され、社会の風潮が変
化したことにあわせて取組が進み出したため

5.2　カスタマーハラスメントに取り組むことによる
企業のメリット
カスタマーハラスメント対策に取り組む企業へのヒ
アリングにおいては、対策に積極的に取り組むことに
よって、複数のメリットが確認されています。
具体的には、業務において経験が蓄積されること

で迷惑行為への対応がスムーズになったといったも
のや、迷惑行為をする顧客等が来なくなった、従業
員が明るくなったといったものが見られます。
【取組を進める企業からの意見】（業務への影響）
・	複数名で状況を把握できるようになり、迷惑行為
を迅速に確認し、対応できるようになった。

・	対応方法を明示することで従業員が働きやすくな
る。
・	顧客対応のノウハウが整理でき、経験を培うこと
ができる。
・	顧客対応に関連する訓練、研修の受講後は、落
ち着いて対応ができるようになった。

（従業員への影響）
・	職場環境が明るくなった、従業員から笑顔が出る
ようになった。
・	会社としてカスタマーハラスメントに対する姿勢を
示したことで従業員の安心感が生まれた。

（職場環境への影響）
・	会社にとって好ましくない客が、来にくくなった。
・	迷惑行為をする人が少なくなり、職場環境がよく
なった。
上記以外にも、取組を進めることで得られる副次
的な効果として、従業員を守るということを行動で示
す大事さを会社組織として再認識できる、人材の確
保が難しい中、カスタマーハラスメント対応等により
職場環境をよくすることで離職者を減らすことにつ
ながるといった意見も確認できています。
以上のように、企業においては、カスタマーハラス

メント対策を進めることで、プラスの効果が期待でき、
カスタマーハラスメント対策に取り組む意義は大きい
と考えられます。

5.3　運用の見直し
カスタマーハラスメント対策を継続して実施してい

く中で、取組の効果を高めていくためには、必要に
応じて取組内容を見直すことが重要です。特に、コ
ロナ禍のような社会状況や客層のニーズ、企業の
サービス形態の変化等によりクレームの質も変わって
きており、その都度事例を分析して対応を考え、方
向性の見直しを行っていく必要があります。
過去に発生した相談内容の変化、相談件数の推
移、トラブル事案対応者の感想を材料にして、定期
的に取組の検証を行い、改善点があれば見直しを
することをお勧めします。
積極的に取組をしている企業の中には、事案発
生時にその都度、対応方法、マニュアルの内容の見
直しをしている企業もあり、積極的に見直すことが望
まれます。

5.4　取組に際しての課題
カスタマーハラスメント対策の取組を進めるにあ
たっての企業の課題として、「判断基準を明瞭に
できない」、「顧客への毅然とした態度が難しい」と
いったものや、「企業側だけでなく顧客側の理解も
必要」といった意見が企業から出ています。特に、
判断基準に関しては、「従業員個々人が勝手にカス
タマーハラスメントと判断しないか心配」といったも
のが複数社から出ています。
【カスタマーハラスメント対策の取組を進めるにあ

たっての課題】 （ハラスメントの定義、判断基準

に関して）

・	カスタマーハラスメントを社会通念に照らして不相
当と定義するが、社会通念というのが抽象的で具
体性がない。
・	個々人で勝手な判断がされないか懸念がある。
従業員の年代、環境からのギャップがあると感じ
る。

（世間との見方にギャップがないか不安がある）
・	一般的な対応と乖離していると批判を受けること
がある。とある事象に対して、一様に対応すること
は難しい。世間の見方との尺度の違いに苦慮し
ている。

（従業員の精神面へのケアについて）
・	放っておくと、業務や通常の生活に支障が出るな
ど、従業員に対する心のケアが以前にも増して必
要と感じる。

（毅然とした対応が取れない/顧客寄りの対応をして
しまう）
・	顧客第一主義を掲げるとお客様の言いなりになっ
てしまう事案が多い。
・	なかなか顧客に意見できない。
（顧客側の理解も必要）
・	お客様対応では、なんでも相手の要望どおりに対
応すると不当要求につながるため、ガイドラインが
必要と感じる。どこまで会社として対応すべきか、
消費者側にも理解してもらいたい。
カスタマーハラスメントの判断に関しては、複数名
の視点で状況を判断する、従業員教育に力を入れ
るといった企業内での取組を行う、世間との見方に
ギャップが生まれないようにするために、同業他社と
の情報交換を行うといった企業の垣根を超えた取
組を行う、顧客等に理解を深めてもらうために、仕事
の裏側をみせるといった顧客等への働きかけを行う
取組など、各企業で様 な々努力がなされています。
一方で、社会全体として顧客等の理解が進まな

いと、カスタマーハラスメントは減少していかないとい
う意見も多く確認されています。

おわりに
カスタマーハラスメント対策を積極的に進めてい
る企業はまだ少なく、取組を進める企業も、多くの課
題を抱え、その解決に苦労しています。
その背景としては、ハラスメント行為者が顧客等

であることで毅然と発言しにくいことや、カスタマーハ
ラスメントの定義や判断基準を明確に設けておらず
従業員にも周知しにくい、また企業側の取組のみな
らず顧客等の理解も必要でトラブルの解決を諦め
ている等、様 な々要因が考えられます。
しかしながら、顧客等と従業員の関係であっても
人格を持った人間同士であって、従業員の人格を
侵害する行為は許されるものではありません。企業
担当者の声にもあったように、カスタマーハラスメント

は、従業員等の尊厳や心身を傷つけ、放っておくと
従業員等の健康不良や精神疾患を招くこ【左欄へ】
【右欄から】もあり、休職や退職に追い込まれ、貴重
な人材の損失に繋がるおそれがあります。また、企
業としても時間や金銭の損失にも繋がり、職場全体
の生産性にも影響を及ぼす可能性がある等、様々
な悪影響を与え、見過ごすことはできません。
本マニュアルを通して、多くの事業主や関係者に

カスタマーハラスメントの正しい理解が促され、接客
等の現場におけるカスタマーハラスメントの防止と適
切な対応に繋がり、働きやすい職場づくりに活かさ
れることを願います。
また、企業のみならず、顧客等の理解にも繋がり、
社会全体として意識が変わっていくきっかけになれ
ばと思います。

付録
◇カスタマーハラスメント対策チェックシート

企業のチェックシート

①	 事業主の基本方針・基本姿勢の明確化、従業
員への周知、啓発
□組織のトップが、カスタマーハラスメント対策への
取組の基本方針・基本姿勢を示しているか。
□企業としての基本方針・基本姿勢について、従業
員に周知・啓発、教育を行っているか。
②	 実態の把握
□顧客等からのハラスメント発生状況の実態につい
て、把握しているか。
□顧客等からのハラスメントについて、従業員が企
業に求める対応、取組について、把握している
か。
③	 必要な体制の整備、対応マニュアル等の作成
□顧客等からのハラスメントについて、対応策の検
討を行う部署・委員会はあるか。
□どのような行為を顧客等からのハラスメントとして
整理するのか、その基準を示し、従業員に周知・
啓発、教育を行っているか。
□監視カメラの設置、警備担当者の配置等、保安
体制は整備されているか。
□最寄りの警察等の連絡先は周知されているか。
□顧客等からのハラスメント対応マニュアルを作成
しているか。
□顧客等からのハラスメント対応マニュアルに沿っ
た従業員の教育訓練を行っているか。
□事案発生時の社内報告・連絡・相談システムが確
立され、周知しているか。
④	 相談体制の整備
□相談窓口の設置、相談対応者・担当部署を明示
し、周知しているか。
□相談対応者が相談対応における留意点等を記
載したマニュアルを作成しているか。

□被害にあった従業員に対するメンタルケアの体制
は整っているか。
⑤	 顧客等からのハラスメントが生じた場合の対応
□顧客等からのハラスメントを停止させる措置を講
じたか。
□事案に係る事実関係について、従業員、顧客等
から迅速かつ正確に確認したか。
□顧客等からのハラスメントが生じた事実が確認で
きた場合、一人で対応させない、上司が代わって
対応する、メンタルヘルス不調への相談に対応す
るなど、必要な措置を講じているか。
□同様の問題が発生することを防ぐ再発防止策を
講じたか。
□マニュアルに基づき対応した事案が適切であっ
たか事後的に検証したか。また、定期的に見直
す仕組みがあるか
⑥	 プライバシーの保護、不利益取扱いの禁止
□相談者等のプライバシーを守るための必要な措
置を講じ、従業員に周知しているか。
□相談したことを理由とする解雇その他の不利益
取扱いをされない旨を定め、従業員に周知してい
るか。
⑦	 その他環境面に関すること
□顧客等からのハラスメントの予兆となるような情
報、雰囲気を日頃から把握しているか。
□従業員の接客は適切か、接客についての必要な
教育訓練を行っているか。
□過度に｢お客様第一主義｣に偏り、顧客等からの
ハラスメントを容認する風土はないか。

従業員のチェックシート

□顧客等からのハラスメントに関する企業の基本方
針・基本姿勢を認識しているか。
□顧客等からのハラスメント対応マニュアルを認識
しているか。マニュアルに基づき対応しているか。
□顧客等からのハラスメントの発生原因となるような
言動はないか。
□顧客等が快適に商品やサービスを受けられるよう
な対応(商品やサービスに関する知識を含む)がで
きているか。
□自社の顧客等からのハラスメント相談窓口を知っ
ているか。
□顧客等からのハラスメントが発生した際の報告・
連絡・相談システムを知っているか。
□顧客等からのハラスメントに係る同僚・部下からの
相談に応じているか。受けた相談について上司
や人事労務担当部署に報告・相談しているか。
□同僚が顧客等からのハラスメントを受けている状
況を黙認していないか。
□自身が顧客等からのハラスメントを受けた場合、
一人で抱え込むことなく上司や人事労務担当部
署に報告・相談しているか。


